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５．参考資料

（１）農業農村整備事業等の実施手続

１）県営土地改良事業の調査及び計画

県営土地改良事業は、申請者が施行申請に必要な調査を行い、地区計画書を作成の

上、事業計画の概要を策定し県に申請することとなる。

しかし、調査・計画には高度の技術と多額の費用を要することから、地元から調査

委託の希望があった場合においては、施行申請に必要な調査・計画を「県営事業等調

査及び計画受託規則」により県が実施できることとしている。

なお、県営事業の開始等の手続きについては、別に定める「宮城県農業農村整備事

業等実施要綱」によるものとする。

２）土地改良事業等調査及び計画受託規則

昭和 48 年 3 月 16 日

宮城県規則第 5 号

昭和48年３月16日宮城県規則第 5号

改正 昭和56年９月18日宮城県規則第60号

昭和63年３月30日宮城県規則第14号

平成元年３月27日宮城県規則第20号

平成７年３月31日宮城県規則第38号

平成８年３月29日宮城県規則第42号

平成12年３月31日宮城県規則第40号

平成14年３月29日宮城県規則第65号

平成15年１月24日宮城県規則第 1号

平成16年３月31日宮城県規則第73号

平成20年４月 1日宮城県規則第56号

土地改良事業等調査及び計画受託規則

（趣 旨）

第１条 この規則は、県営土地改良事業及びこれに準ずる県営事業（以下「県営土地

改良事業等」という。）の実施を希望する市町村、土地改良区等からの委託を受けて

行う当該県営土地改良事業等に係る調査及び計画（以下「調査事業」という。)の実

施に関し必要な事項を定めるものとする。

（調査事業の範囲等）

第２条 この規則に基づき受託する調査事業は、国庫補助の対象となる県営土地改良
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事業等のうち、次に掲げる事業（維持管理及び災害復旧に係る事業を除く。）のいず

れかに係るものとする。

１ かんがい排水事業

２ 経営体育成基盤整備事業

３ 農道整備事業

４ 農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

５ 中山間地域総合整備事業

６ 農地防災事業

７ 地域用水環境整備事業

８ その他知事が特に必要と認める事業

２ 調査事業は、土地改良法施行規則（昭和２４年農林省令第７５号）第６条及び第

１４条の２の規定並びに関係法令の規定により作成する地区計画書の作成に当たり

必要な調査及び計画の作成を行う。

３ 調査事業の期間は、原則として３年以内とする。

（委託の申込み）

第３条 調査事業の委託をしようとするものは、調査事業の開始を希望する年度の前

年度の７月末日までに土地改良事業等調査及び計画委託申込書（様式第１号）を知

事に提出しなければならない。

（受託の決定等）

第４条 知事は、前条の申込書を受理した場合は、その内容を審査し、及び必要に応

じて現地調査等を行い、受託の適否を決定するものとする。この場合において、知

事は、速やかにその旨を様式第２号により通知するものとする。

２ 前項の審査においては、別に定める計画検討委員会の意見を聴くものとする。

（契約の締結）

第５条 知事と前条の通知を受けたもの（以下「委託者」という。)は、調査事業のう

ち当該年度に実施する事業（以下「年度事業」という。）の委託契約を土地改良事業

等調査及び計画委託年度契約書（様式第３号）により締結するものとする。

２ 委託者は、委託料として当該年度の調査計画にかかる費用の２分の１に相当する

額を負担しなければならない。

３ 委託料は、県の発行する納入通知書により一時に納入しなければならない。

（調査事業の変更）

第６条 知事又は委託者は、調査事業の内容を変更しようとするときは、土地改良事

業等調査及び計画委託変更協議書（様式第４号）により協議しなければならない。

（調査事業の廃止）

第７条 知事又は委託者は、調査事業を廃止しようとするときは、土地改良事業等調
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査及び計画委託廃止協議書（様式第５号）により協議しなければならない。

（書類の経由）

第８条 この規則により知事に提出する書類は、正本及び副本各１部とし、調査事業

の施行地を所轄する地方振興事務所長（以下「所長」という。）を経由しなければな

らない。

２ 所長は、前項の書類の提出があったときは、意見を付して知事に送付しなければ

ならない。

（年度事業の実施及び報告）

第９条 所長に、第５条第１項に規定する年度事業の委託契約を締結し、当該年度事

業を実施する権限を委任する。

２ 所長は、必要に応じ年度事業の一部を委託し、又はその委託の内容を変更するこ

とができる。

３ 所長は、前項の規定による委託をしたとき又は委託の内容を変更したときは、知

事に報告しなければならない。

４ 所長は、年度事業が終了したときは、速やかに、様式第６号により年度事業の結

果を知事に報告しなければならない。

５ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、様式第７号により報

告の内容を委託者に通知するものとする。

（調査事業の報告）

第１０条 知事は、調査事業が終了したときは、速やかに、様式第七号により委託者

に報告するものとする。

（雑 則）

第１１条 この規則に定めるもののほか、調査事業の実施に関し必要な事項は、知事

と委託者との間において協議の上定めるものとする。
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様式第１号（第３条関係）

土地改良事業等調査及び計画委託申込書

第 号

年 月 日

宮 城 県 知 事 殿

住 所

氏 名 印

県営土地改良事業 地区調査事業を委託したいので，土地改良事業等調

査及び計画受託規則第３条の規定により下記の関係書類を添えて申し込みま

す。

記

１ 事業計画書（別紙１）

２ 調査事業同意状況調書（別紙２）

３ 市町村長の意見書（別紙３）

４ その他知事が必要と認める書類

（注）１ 調査事業同意状況調書は，所有権等個人の財産権に変更が生ずる場

合に添付すること。

２ 市町村の意見書は，調査事業を委託しようとするものが市町村長以

外のものである場合に添付すること。
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別紙１

土 地 改 良 事 業 計 画 書

地 区 名 市町村名 調査計画項目 調査期間 調査量 調査費

所 在 地 水 系 名 千円

事業目的

受 水 田 畑 樹園地 山林原野 計 調

益

面 ha ha ha ha ha 査

積

計

事 県 営 団体営・その他 計 反当事業費

業 画

費 千円 千円 千円 千円

内

現

容

況

計

画

主 関 備

要 連

工 事

事 業 考
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別紙２

調 査 事 業 同 意 状 況 調 書

年 月 日現在

市町村名 大字名 集落名 有資格者数 同意者数 未同意者数 同意率 備 考

計

（注）副本には同意書原簿の写し１部を添付し，県地方振興事務所で保管するものと

する。
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別紙３

市町村長の意見書

市町村長名

１ 事業の必要性
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様式第２号（第４条関係）

第 号

年 月 日

申込者 殿

宮城県知事

土地改良事業等調査及び計画の受託について（通知）

年 月 日付け〔第 号〕で申込みのあったこのことについて，下

記のとおり受託する（しない）ので，土地改良事業等調査及び計画受託規則第４条の

規定により通知します。

記

１ 事業名

２ 地区名

３ 受益面積

４ その他

（注） 受託しないときは，４ その他に理由を記載する。
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様式第３号(第５条関係）

土地改良事業等調査及び計画委託年度契約書

（以下「甲」という。）と宮城県 所長（以下

「乙」という。）は，土地改良事業等調査及び計画受託規則第５条の規定に基づき，

年度 事業の 地区の年度事業について，次のとお

り契約を締結する。

（年度事業の内容）

第１条 乙の実施する 年度の年度事業は，別添事業計画書のとおりとす

る。

（年度事業の期間）

第２条 この契約の有効期間は，契約成立の日から 年 月 日までとす

る。

（年度事業費及び支払い方法）

第３条 年度事業費は，総額 円とし，甲及び乙はそれぞれ２分

の１ずつ負担することとする。

２ 甲は，前項の負担額について，乙の発行する納入通知書により速やかに納入する

ものとする。

（契約の変更）

第４条 この契約の内容を変更する必要が生じたときは，甲乙協議して定める。

（その他）

第５条 この契約書に定められた事項についての疑義又は定めのない事項が生じたと

きは，甲乙協議して定める。

この契約を証するため，本書２通を作成し，甲乙記名押印の上各自１通を所持する。

年 月 日

甲 印

乙 宮城県 所長 印

（注）１ 変更があった場合には，変更箇所のみ記載し，変更契約を作成すること。

２ 変更契約を締結する場合には，別紙年度全体事業計画書の変更箇所を朱書

きで下段に明記すること。
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別 紙
年 度 全 体 事 業 計 画 書

市 町 村 名 事 業 名 事 業

地 区 名 委 託 申 込 月 日 年 月 日

調 査 期 間 年 度 ～ 年 度 委 託 申 込 者

全 体 調 査 費 千 円 （ 予 定 ） 関 係 土 地 改 良 区

全 体 年 度 年 度 年 度
記 事

項 目 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

年

度

割

計

画

事 務 費 %

計 計 計 計
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様式第４号（第６条関係）

土地改良事業等調査及び計画委託変更協議書

第 号

年 月 日

宮城県知事 殿

（委 託 者）

委 託 者 印

（宮城県知事）

年 月 日付け 第 号で 受託の通知があった（をした）県営土

地改良事業 地区調査事業について，その内容を下記のとおり変更したいので，

土地改良事業等調査及び計画受託規則第６条の規定により協議します。

記

１ 変更事項

２ 変更理由

３ 変更内容

（注）変更内容は，事業計画書（様式第１号の別紙１）に変更事項を赤黒対照で示す

こと。
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様式第５号（第７条関係）

土地改良事業等調査及び計画委託廃止協議書

第 号

年 月 日

宮城県知事 殿

（委 託 者）

委 託 者 印

（宮城県知事）

年 月 日付け 第 号で 受託の通知があった（をした）県営土

地改良事業 地区調査事業について， 下記のとおり廃止したいので，

土地改良事業等調査及び計画受託規則第７条の規定により協議します。

記

１ 廃止理由
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様式第６号（第９条関係）

第 号

年 月 日

宮城県知事 殿

所 長

年度土地改良事業等調査及び計画 について（報告）

このことについては，下記のとおりです。

記

１ 地区名 地区

２ 施行地名

３ 年度事業費 千円

４ 施行方法

５ 期間 自 年 月 日

至 年 月 日

６ 結果 別紙のとおり

７ 記事

（注）１ 経過表（別紙１）及び位置図を添付すること。

２ 調査事業の最終年度に係る報告については，個別表（別紙２）を添付する

こと。
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別紙１
経 過 表

調 査 受 託 １委 託 申 込 年 月 日 年 月 日 ５ 地区計画 幹 事 会 検 討 委 員 会

２委 託 申 込 者 検討委員会 現地調査 年 月 日 年 月 日

３調 査 事 業 同 意 審査状況 第 １ 回 年 月 日 年 月 日

４受 託 年 月 日 年 月 日 第 ２ 回 年 月 日 年 月 日

６地 形 図 作 成 作成年度 事 業 名 数 量 金 額

調 査 計 画 １期 間 年度～ 年度

２全体調査計画費 千円 ７そ の 他

３調査計画年度割 全 体 年度 年度 年度

項 目 金 額 数量 金 額 数量 金 額 数量 金 額

計 計 計 計

４委 託 状 況 委 託 名

業 者 名

契 約 年 月 日

期 間

契 約 金 額
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別紙２
個 別 表

事 業 名 事業 事業計画書
事業計画概要書

地 区 名 関 係 簿 冊 事業計画参考資料
事業計画書添付図面

受託年月日 年 月 日

事 業 費 百万円 事 業 費
事業名 地名 面積 (進捗率％) 工期

工 種 数 量 工 種 数 量

主 要 工 事 関 連 事 業

千円
総費用総便益比 ＝

千円

効 果 効 効果 千円
果 効果 千円 留 意 事 項
の 効果 千円 そ の 他
内 効果 千円
訳 その他効果 千円

市 町 村 名
関 係 団 体

改 良 区 名
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様式第７号（第９条，第１０条関係）

第 号

年 月 日

殿

宮城県知事

土地改良事業等調査及び計画の終了について（報告）

年 月 日付け〔 第 号〕で申し込みのありましたこのことにつ

いては，土地改良事業等調査及び計画受託規則第９条第４項（第１０条）の規定によ

り年度事業（調査事業受託）の結果（終了）を報告します。

記

１ 地区名 地区

２ 施行地名

３ 調査事業費 千円

４ 施行方法

５ 期間 自 年 月 日

至 年 月 日

６ 結果 別紙のとおり

７ 記事

（注）１ 年度実績の報告については，調査事業費の欄に年度事業費を記入し，別紙

資料として経過表（様式第６号の別紙１），位置図を添付すること。

２ 調査事業の報告については，注１の資料に個別表（様式第６号の別紙２）

を添付すること。
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３）宮城県農業農村整備事業等実施要綱

制定 平成２０年４月１日農村第３号

最終改正 平成２３年６月２９日農村第１５８号

（趣旨）

第１ この要綱は，県が実施，受託，補助，助成等を行う農業農村整備事業等について，

土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。），県営土地改良事業条例（昭

和25年宮城県条例第67号），国営土地改良事業負担金等徴収条例（昭和34年宮城県条例

第36号）及び土地改良事業等調査及び計画受託規則（昭和48年宮城県規則5号。以下「受

託規則」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（事業の定義）

第２ 農業農村整備事業等とは，農業生産基盤の整備，農村の生活環境整備及び農村の保

全管理を目的として，法及びその他の法令並びに国の定める要綱等に基づき実施する事

業のことをいう。

２ 農業農村整備事業等は，施行主体により次のとおり区分する。

(1) 県営事業 県が施行主体となり実施する農業農村整備事業等をいう。

(2) 団体営事業 市町村及び土地改良区等が施行主体となり実施する農業農村整備事

業等をいう。

(3) 国営事業国が施行主体となり実施する農業農村整備事業等をいう。

（環境との調和への配慮）

第３ 農業農村整備事業等の施行に当たっては，環境との調和に配慮した農業農村整備事

業等基本要綱（平成14年2月14日付け13農振第2512号）等に基づく措置を講ずるものとす

る。

（県営事業の事業管理計画）

第４ 県は，計画的な県営事業の推進を図るため，事業管理計画を毎年度策定することと

し，その計画期間は，作成年度を初年度とした１０年間とする。

２ 事業管理計画は，県の予算確保の見通し等を総合的に勘案して策定するものとする。

３ 事業管理計画には，当該計画を作成しようとする年度において事業実施中の地区及び

当該計画の計画期間内に事業着手を予定する地区について策定するものとする。

４ 事業管理計画は，前項の地区につき，事業種別，地区名，事業実施時期，事業量，概

算事業費等を明らかにするものとする。

５ 県は，事業管理計画の策定に当たり市町村，土地改良区等関係機関の意見を聴くもの

とする。

６ 事業管理計画は，宮城県農業農村整備事業等管理計画策定要領に基づき策定するもの

とする。

（県営事業の地域整備構想の策定）

第５ 事業管理計画に位置づけられた県営事業について，法第８５条第１項，法第８５条

の２第１項，法第８５条の３第１項若しくは第６項又は法第８５条の４第１項の規定に

よる申請を行おうとする者（以下「事業申請者」という。）は，地域整備構想を策定す

るものとする。

２ 域整備構想は，関係者の合意のもとで，地域の現状と課題を整理し，県営事業の実施

によって目指す農村地域の将来構想等を明らかにするものとする。

（県営事業の計画概要の策定）

第６ 事業申請者は，地域整備構想に基づき，県営事業として実施しようとする農業農村

整備事業の計画の概要（以下「計画概要」という。）を策定するものとする。

２ 計画概要は，土地改良法施行規則（昭和24年農林省令第75号）第６条の規定により作

成するものとする。

（県営事業の土地改良法に基づく施行申請）
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第７ 事業申請者が，県営事業の施行を申請する場合には，第６の計画概要を添付しなけ

ればならない。

２ 県が，前項の申請をうけ，法第８６条第１項の規定により適否の決定を行う際の手続

きについては，県営土地改良事業計画決定要領（以下「計画決定要領」という。）に基

づくものとする。

３ 前項の規定において，県は，社会経済の情勢から当該事業の実施が困難と認められた

場合，適否の決定を留保することができるものとする。

（県営事業の事業計画書策定の受託）

第８ 県は，第５の地域整備構想が策定された後に，受託規則に基づき，事業申請者から

の申請により，事業計画書の策定を受託することができる。

２ 県は，法に基づかない農業農村整備事業等（以下「予算補助事業」という。）につい

て，市町村等からの申請により，各事業実施要綱及び要領等に基づく事業計画書の策定

を受託することができる。

３ 県は，前２項の申請があったときには，新規調査受託審査方針等に基づき内容を審査

し，受託の可否を決定するものとする。

４ 県は，受託して事業計画書を策定するときは，委託者その他の関係者と十分な連携を

図るものとする。

（県営事業の事業計画書の検討）

第９ 事業申請者又は予算補助事業の申請者（以下「事業申請者等」という。）は，県営

事業の着手を希望する前年度の５月末日までに，地方振興事務所長に事業計画書を提出

するものとする。ただし，県が事業計画書を策定している場合は，この限りでない。

２ 地方振興事務所長は，前項により提出された事業計画書について，内容を調査の上，

必要があると認めたときに，事業申請者等に指導・助言するものとする。

３ 県は，事業計画書が提出された場合又は県が策定した事業計画書について，国庫補助

事業としての採択等の手続きを円滑に進めるために必要と認めるときは，あらかじめ国

との調整を行うものとする。

（県営事業の国庫補助事業採択申請等）

第１０ 県は，県営事業の実施について法第８６条第１項により適当と決定した後，当該

事業について，国庫補助事業としての採択申請等の手続きを行うものとする。ただし，

予算補助事業にあっては，宮城県農業農村整備事業等地区計画検討実施要領（以下「計

画検討実施要領」という。）に基づき，内容を審査した後とする。

２ 県は，国庫補助事業として円滑に事業を実施する上で止むを得ない理由がある場合に

は，前項の規定にかかわらず，法第８６条第１項の決定前に国庫補助事業の採択申請等

の手続きに着手することができるものとする。

３ 県は，前項の場合において，法第８６条第１項の規定により適当ではないと決定され

たときは，直ちに国庫補助事業として実施するための手続きを中止するものとする。

（県営事業の開始）

第１１ 県は，第７により県営事業の施行が適当であると決定したときは，法第８７条第

１項の規定により，県営事業の計画を策定するものとする。

２ 県営事業の計画を策定する際の手続きについては，計画決定要領に基づくものとする

。

３ 県営事業の計画による工事に着手するときは，次の要件を満たさなければならない。

(1) 法第８７条第６項の異議申立てがないとき，又は異議申立てがあった場合において

そのすべてについて同条第７項の規定により決定があり，事業計画が確定しているこ

と。

(2) 当該事業に要する経費について，県の予算が確保される見通しがあること。

(3) 国により，国庫補助事業としての採択等が決定していること。

４ 予算補助事業に着手するときは，前項（２）及び（３）の規定を準用する。

（県営事業の計画の変更）

第１２ 県営事業の計画を変更するときは，法第８７条の３の規定により県が変更後の事
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業の計画（以下「変更計画」という。）を策定するものとする。

２ 変更計画を策定する際の手続きについては，計画決定要領に基づくものとする。

３ 当該変更計画に係る工事等への着手は，法第８７条の３の規定により，変更後の事業

計画が確定した後に行うものとする。

（県営事業の完了）

第１３ 県は，県営事業（予算補助事業を除く。）の工事を完了した場合には，法

第１１３条の２第３項の規定により公告しなければならない。

（団体営事業の事業管理計画）

第１４ 団体営事業の事業管理計画策定については，第４の規定を準用する。

（団体営事業の計画の策定と申請）

第１５ 団体営事業の計画の策定及び申請手続きについては第５から第７の規定を準用す

る。

（団体営事業の完了）

第１６ 団体営事業を行う者は，団体営事業（予算補助事業を除く。）の工事を完了した

場合には，法第１１３条の２第１項の規定により，知事に届出をしなければならない。

（国営事業の事業管理計画）

第１７ 国営事業の事業管理計画策定については，第４の規定を準用する。

（国営事業の農林水産大臣との協議）

第１８ 県は，国営事業について，農林水産大臣から法第８６条第２項又は法第８７条の

３第４項の協議があった場合には，事業管理計画への位置づけの有無を確認しなければ

ならない。

２ 前項の確認の結果，事業管理計画への位置づけがない場合には，事業管理計画の変更

を行うものとする。そのときは，当該国営事業の必要性，緊急性，効果性，効率性等を

十分に検討した上で，他の事業との調整を図るものとする。

３ 前項の変更後の事業管理計画は，県の予算確保の見通し等を総合的に勘案して策定し

なければならない。

４ 第２項の検討及び調整の結果，当該国営事業を事業管理計画に位置づけるべきではな

いとの結論を得た場合には，法第８６条第２項又は法第８７条の３第４項の協議に対し

ては，その旨を回答するものとする。

（地区計画検討委員会）

第１９ 県は，次に掲げる事項について意見を聴くため，計画検討実施要領に基づき地区

計画検討委員会を設置するものとする。

(1) 第３に規定する環境との調和への配慮

(2) 第４に規定する事業管理計画の決定

(3) 第８第２項に規定する受託の可否の決定

(4) 第９第２項に規定する事業計画書への指導・助言

(5) 第１０第２項の国庫補助事業採択等手続きの着手

(6) 第１２第１項の事業計画の変更

(7) 第１４から第１７の規定により準用される（２）及び（４）の事項

(8) 法第８６条第１項の規定に基づく適否の決定

(9) 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業実施要綱，農山漁村地域整備交付金実施要綱及

び地域自主戦略交付金交付要綱に基づく機能保全計画策定の着手

（公共事業評価）

第２０ 県は，県営事業（第１９第１項（９）の事業を除く。）について，「行政活動の

評価に関する条例」及び「行政活動の評価に関する条例施行規則」に基づき，公共事業

評価を実施しなければならない。

附 則

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２３年７月１日から施行する。
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４）宮城県農業農村整備事業等管理計画策定要領

制定 平成２０年４月１日農村第３号
最終改正 平成２３年６月２９日農村第１５８号

（趣旨）

第１ 本要領は，宮城県農業農村整備事業等実施要綱（以下「実施要綱」という。）に定める

事業管理計画（以下「管理計画」という。）の策定に関して必要な事項を定めるものとする。

なお，本要領に基づき策定する事業管理計画は，「農業農村整備事業管理計画について（平

成3年6月24日付け3構改D第400号構造改善局長名通知）」との整合を図るものとする。

（管理計画の区分）

第２ 実施要綱第４第３項に規定する対象地区を，事業要望管理，事業計画管理，事業進捗管

理に区分する。

２ 事業要望管理の対象は，地域整備構想の策定中にあって，事業採択等を予定する年度の１

０年度前から５年度前までの地区とする。

３ 事業計画管理の対象は，地域整備構想が策定され，事業採択等を予定する年度の４年度前

から前年度までで，農業農村整備事業等の実施を県が妥当と判断した地区とする。

４ 事業進捗管理の対象は，地域構想実現のために，事業実施の初年度から完了年度までの地

区とする。

（管理計画の策定）

第３ 管理計画は，地域構想の実現に向けて関連施策と十分な調整を行い，農業農村整備事業

等の必要性，有効性及び緊急性を勘案し策定するものとする。なお，事業管理計画の区分に

応じて，主に次に掲げる施策等との調整を図るものとする。

(1) 事業管理計画全般

イ） みやぎ農業農村整備基本計画

ロ） 市町村農業振興地域整備計画

ハ） その他関連する施策や事業

(2) 事業要望管理
イ） 市町村及び改良区等要望
ロ） 県管内の整備状況

(3) 事業計画管理

イ） 農業水利施設のｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに係る事業については，機能保全計画

ロ） 経営体育成に係る事業については，営農に係る将来構想

ハ） 農地等の防災に係る事業については，各種防災計画

(4) 事業進捗管理

イ） 事業地区計画

ロ） 設定工期における年次施工計画

２ 前項のほか，年度毎に別に定める事業管理計画策定方針に基づき計画するものとする。

（管理計画の決定）

第４ 地方振興事務所長は，策定した管理計画を毎年度６月末日までに農村振興課に提出する

ものとする。各事務所からの提出された管理計画は，県の予算の見通しを踏まえ，地区計画

検討委員会の意見を聴いて，農林水産部長が決定する。決定の時期は，毎年度８月末日を目

標とする。

附 則
１ この要領は，平成２０年４月１日から施行する。
２ 宮城県農業農村整備事業管理計画策定細則（平成１２年４月１日施行）は，廃止する。
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５）宮城県農業農村整備事業等地区計画検討実施要領

制定 平成１３年 ２月 １日 農計第８８７号

改正 平成１４年 １月 ８日 農計第７４５号

平成１４年 ４月 １日 農計第 ２号

平成１６年 ４月３０日 農計第 ６３号

平成１７年 ４月 １日 農計第 １号

平成１９年 ６月１５日 農村第１４１号

平成２０年 ４月 １日 農村第 ３号

平成２１年１０月 ５日 農村第３６０号

平成２２年 ４月２２日 農村第 ４９号

平成２３年 ６月２９日 農村第１５８号

平成２３年１１月 ７日 農村第２９８号

（趣旨）

第１ 本要領は，宮城県農業農村整備事業等実施要綱（以下「実施要綱」という。）に基

づき，県が事業施行の主体又は支援の主体として，その計画の妥当性を判断し，また計

画策定過程の透明性及び客観性を確保して，社会経済情勢に対応した事業執行を行うた

めの検討に必要な事項を定める。

（検討対象）

第２ 本要領で対象とする事業は，実施要綱第２に定める事業とする。

２ 前項のうち，維持管理及び災害復旧に係る事業は除く。

（検討の時期と内容）

第３ 事業計画の検討は，下記のときに実施する。

(1) 事業管理計画を策定するとき（実施要綱第１９第１項（２），（７））

(2) 調査計画を受託するとき（実施要綱第１９第１項（３），（７））

(3) 別表１第１項に掲げる新規事業地区計画を策定するとき（実施要綱第１９第１項（

１），（４），（５），（８），（９））

(4) 別表１第２項に掲げる変更事業地区計画を策定するとき（実施要綱第１９第１項（

１），（６））

(5) 上記のほか，農林水産部長が必要と認めるとき

２ 前項のとき検討する項目は下記のとおりとし，その内容は別紙－１及び別紙－２に定

める。

(1) 必要性

(2) 有効性

(3) 効率性

(4) 緊急性

(5) 熟度

（地区計画検討委員会の設置）

第４ 第３の検討を行うため，地区計画検討委員会(以下｢委員会｣という。)を設置する。

２ 委員会の効率的な運営を行うため，委員会に幹事会を設置する。

３ 委員会の運営に関する事務は，農村振興課が行うものとする。

４ 効率的・効果的な検討を図るため地方振興事務所に地方検討委員会を設置する。

５ 地方検討委員会の構成及び運営については所長が別に定める。
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（委員会の構成）

第５ 委員会の構成は，別表２のとおりとする。

２ 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長がその議長となる。

３ 委員会は，団体営事業の計画に関する検討を幹事会に委託する。

４ 委員会は，実施要綱第１９第１項（９）に関する検討を幹事会に委託する。

５ 委員長は，必要に応じて検討に係る関係者に対し，出席を求めて意見若しくは説明を

聴き，又は必要な書類の提出を求めることができる。

６ 委員長に事故がある時，又は委員長が欠けた時は，副委員長がその職務を代理する。

（幹事会の役割）

第６ 幹事会は，委員会が行う第３の検討の事前検討の実施及び委員長が指示する検討を

行う。

２ 幹事会は，第５第３項の規定により団体営事業の計画に関する検討を行う。

３ 幹事会は，第５第４項の規定により実施要綱第１９第１項（９）に関する検討を行

う。

（幹事会の構成）

第７ 幹事会の構成は，別表３のとおりとする。

２ 幹事会は，幹事長が招集し，幹事長がその議長となる。

３ 幹事長は，必要に応じて検討に係る関係者に対し，出席を求めて意見若しくは説明を

聴き，又は必要な書類の提出や現地調査を求めることができる。

４ 幹事長に事故がある時，又は幹事長が欠けた時は，副幹事長がその職務を代理する。

（新規事業地区計画等策定時の事務手続き）

第８ 地方振興事務所長は，新規事業地区の採択等を希望する年度の２年度前の１１月末

日までに様式第１号により，その次年度の地区計画検討の依頼予定について提出するも

のとする。

２ 地方振興事務所長は，実施要綱第１９第１項（９）を予定する年度の前年度の７月末

日までに様式１号により，その年度の地区計画検討の依頼予定について提出するものと

する。

３ 事業申請予定者等は，実施要綱第９第１項の規定により，新規事業地区の採択等を希

望する年度の前年度の５月末日までに，事業計画書（実施要綱第１９の第１項(９)を除

く。）及び地区計画検討依頼（様式第２号）を提出するものとする。ただし，県が事業

計画書を策定している場合は除く。

４ 地方振興事務所長は，前項の提出のあった場合又は事業計画書を策定した場合は，実

施要綱第９第２項の規定による指導・助言ののち，様式第３号により地区計画検討書を

別に指示する期限までに提出するものとする。

５ 地方振興事務所長は，第１項の規定により提出した内容について，止むを得ない事情

により計画検討を延期または中止する地区が生じた場合には，地区計画検討年度の６月

末日までに様式第７号により，変更内容を提出するものとする。

（変更事業地区計画策定時の事務手続き）

第９ 地方振興事務所長は，実施要綱第１２第２項の規定により，変更事業計画の決定を

予定する前年度の１１月末日までに，変更地区計画検討依頼(様式第４号)を提出するも

のとする。

２ 地方振興事務所長は，変更地区計画検討書を様式第５号により，別に指示する期限ま

でに提出するものとする。

３ 地方振興事務所長は，第１項の規定により提出した内容について，止むを得ない事情

により計画検討を延期または中止する地区が生じた場合には，地区計画検討年度の６月

末日までに様式第７号により，変更内容を提出するものとする。
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（検討結果の通知）

第１０ 委員長は，委員会における意見を速やかに農林水産部長に報告する。

２ 農林水産部長は，前項において報告された結果を，地方振興事務所長を経由し，検討

を依頼した者に速やかに通知(様式第６号)する。

（その他）

第１１ この要領に定めるもののほか，農業農村整備事業地区計画検討に関して必要な事

項は，農林水産部長が別に定める。

２ 予算補助事業により新規採択等を希望する地区計画検討の依頼予定については，第８

の規定に関わらず，平成２４年度新規地区に限り，提出は不要とする。
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別紙－１(第３関係・調査計画を受託するとき)

検討項目 内容 地区状況 判定

１ 必要性 ①地域整備構想は明確か。

②社会経済情勢から見て必要か。

③県の地域振興方向と合致するか。

２ 有効性 ①各種政策との連携が図られているか。

②地域課題解決のための合理的手法か。

③事業主体，実施時期は適切か。

④環境との調和に配慮できるものか。

３ 効率性 ①社会経済情勢から見て効果的か。

②整備水準は適切か。

③早期に事業効果が発現されるか。

４ 緊急性 ①関連施策や関連事業等があるか。

②いま事業実施しない場合の影響はある

か。

５ 熟度 ①受益者の同意状況。

②地域整備構想の達成に向けた体制整備に

計画的に取り組まれているか。

６ 検討結果 事業の実施を希望する地区として調査計画 （意見）

の受託が妥当か。

（注）表中「内容」については，検討対象事業の特性に応じて，幹事会が変更することが

ある。
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別紙－２(第３関係・新規及び変更事業地区計画を策定するとき)

（注）事業箇所評価実施要領第２に基づき定める各事業別の「農業農村整備事業箇所評価

表」を使用するもの。上表は経営体育成基盤整備事業の例である。
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別表１（第３（３），（４）関係）

１ 土地改良法(以下「法」という。)第５条、法第４８条、法第８５条第１項、法第
８５条の２第１項、法第８５条の３第１項若しくは第６項、法第８５条の４第１項
及び法第９６条の２の事業計画を定める場合又は予算補助事業等で各事業の要綱、
要領に基づく事業計画（実施要綱第１９第１項(９)を除く。）を定める場合。

２ 法第８７条の３又は法第９６条の３の変更を行う場合又は予算補助事業等（実施
要綱第１９第１項(９)を除く。）の変更を行う場合。

ただし、その変更の内容が次の各号のいずれかに該当する場合とするが、各事業
の要綱、要領に定めがある場合はその定めによる。

(１) 面積を変更する場合
ア 事業施行に係る地域の変更であって、これに伴う受益面積の増又は減が

１０％以上となる場合。ただし、受益面積の増又は減が１０ｈａに満たな
い場合は、この限りでない。

イ 事業目的別面積又は造成面積の利用区分面積のそれぞれの増減が２０％
以上となる場合及びその位置が著しく変動する場合。ただし、それぞれの
増減が受益面積全体の１０％又は１０ｈａに満たない場合は，この限りで
ない。

(２) 主要工事計画を変更する場合
平成１８年９月２５日農林水産省告示第１２７２号（土地改良施行規則

第３８条の２等に規定する主要工事計画等であって農林水産大臣が定める
ものを定める件。以下「告示」という。）第一号（一）イ（ア）か（ウ）
まで、（二）イ（ア）及び（イ）、（三）イ（ア）及び（イ）、（四）イ
並びに（五）イに掲げる変更を行う場合

(３) 事業費の変動
告示第三号及び第四号に規定されているものについての変更を行う場合

別表２（第５関係）

委員会の構成

委員長 農林水産部次長
副委員長 農林水産部次長（技術担当）［農業振興等担当］

農林水産部次長（技術担当）［農村振興等担当］
委員 農林水産部技術参事 農林水産総務課長 農業振興課長

農産園芸環境課長 農村振興課長 農村整備課長

別表３（第７関係）

幹事会の構成

幹事長 技術副参事(事業管理計画担当)
副幹事長 技術副参事(施設管理指導担当)
幹事 農村振興課技術補佐(総括)

農村整備課技術補佐(総括) 技術補佐(農地集積指導担当)
技術補佐(農村交流対策担当)
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様式第１号

番 号

年 月 日

農林水産部長 殿

地方振興事務所長

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討の予定について（提出）

新規採択希望県営農業農村整備事業等のうち，平成 年度に地区計画検討の依頼を予

定する地区について，下記のとおり提出します。

記

関係市 地区面積

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 備 考

ha

千円

ha

千円

様式第２号

番 号

年 月 日

地方振興事務所長 殿

施行申請予定者

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討について（依頼）

平成 年度新規採択希望県営農業農村整備事業等の下記地区計画について，検討願い

ます。

記

関係市 地区面積

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 備 考

ha

千円

ha

千円
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様式第３号

番 号

年 月 日

農林水産部長 殿

地方振興事務所長

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討書について（提出）

平成 年度地区計画検討の依頼があった，下記の県営農業農村整備事業等新規採択等

希望地区の計画検討書を別添のとおり提出します。

記

関係市 地区面積 備 考

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 （採択希望年度）

ha

千円

ha

千円

様式第４号

番 号

年 月 日

農林水産部長 殿

地方振興事務所長

宮城県農業農村整備事業等変更地区計画検討について（依頼）

平成 年度計画変更予定の県営農業農村整備事業等地区計画について，検討願います

。

記

関係市 地区面積

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 備 考

ha

千円

ha

千円
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様式第５号

番 号

年 月 日

農林水産部長 殿

地方振興事務所長

宮城県農業農村整備事業等変更地区計画検討書について（提出）

平成 年度計画変更を予定する下記の県営農業農村整備事業等地区の計画検討書を別

添のとおり提出します。

記

関係市 地区面積 備 考

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 （変更予定年度）

ha

千円

ha

千円

様式第６号

番 号

年 月 日

検討依頼者 殿

農林水産部長

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討の結果について(通知)

平成 年度県営農業農村整備事業等新規採択等希望地区（事業計画変更予定地区）に

ついて，計画検討委員会における検討の結果を下記のとおり通知します。

記

関係市 地区面積 計画検討委員会

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 の意見等

ha

千円

ha

千円

（○○地方振興事務所(農業農村整備部扱い)経由）

※検討依頼者が県関係機関以外の場合に，上記のとおり記載する。
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様式第７号

番 号

年 月 日

農林水産部長 殿

地方振興事務所長

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討予定の変更について（提出）

平成 年 月 日付け 第 号で提出した平成 年度に地区計画検討を予

定する地区について，下記のとおり変更しますので提出します。

記

１ 変更後の地区計画検討予定地区

関係市 地区面積

事 業 名 地区名 町村名 概算事業費 備 考

ha

千円

ha

千円

（注）変更前の記載事項を見え消し線により削除すること。

２ 変更の理由

３ 添付資料
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(２)県営土地改良事業条例

昭和25年11月25日

宮城県条例第67号

改正 昭和31年３月31日条例第16号

昭和39年３月26日条例第29号

昭和40年５月31日条例第13号

昭和45年３月26日条例第13号

昭和62年12月24日条例第35号

平成２年10月12日条例第32号

平成４年３月27日条例第18号

平成６年３月29日条例第19号

平成12年３月28日条例第71号

平成13年３月23日条例第23号

平成22年３月24日条例第33号

県営土地改良事業条例をここに公布する。

県営土地改良事業条例

（趣 旨）

第１条 この条例は，土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という｡）に定めるもののほか，

県営土地改良事業（以下「事業」という｡)の施行及び県と事業の施行によつて利益を受ける者（以下

「受益者」という｡)との間における分担金その他必要な事項について定めるものとする。

（昭62条例35・一部改正）

（事業範囲）

第２条 事業は，土地改良法施行令（昭和24年政令第295号）第50条に定める要件に該当するもの及び

これに準ずるものとする。

（昭62条例35・一部改正）

（事業の施行）

第３条 事業は，受益者の申請によつて施行する。ただし，災害復旧(応急措置を含む。)事業，災害防

止事業，基幹水利施設管理事業その他知事が必要と認める事業については，この限りでない。

(平22条例33・一部改正)

（分担金の徴収）

第４条 受益者からは，事業の施行に係る各年度において，当該事業の施行に係る地域内にある土地に

つき分担金（第８条に規定するものを除く。以下第５条から第７条までにおいて同じ｡)を徴収する。

ただし，前条ただし書の事業については，その受益者の意見を聴いて，その全部又は一部を免除する

ことができる。

２ 前項の場合において，同項に掲げる受益者が当該事業の施行に係る地域の全部又は一部を地区とす

る土地改良区の組合員であるときは，その者に対する分担金に代えて，その土地改良区からこれに相

当する額の金銭を徴収する。

（昭45条例13・昭62条例35・一部改正）

（分担金の額）

第５条 前条第１項の規定により徴収する分担金の額は，その年度における当該事業に要する費用の額

から国から交付を受けるべき補助金の額を控除した額に100分の50以内の割合を乗じて得た額から法

第91条第６項の規定に基づき市町村に負担させる額(以下「市町村負担額」という。)を控除して得た
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額とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事業に係る分担金の額は、その年度における当該事業

に要する費用の額にそれぞれ当該各号に掲げる割合以内の割合を乗じて得た額から市町村負担額を控

除して得た額とする。

１ 災害復旧(応急措置を含む。)事業 100分の8

２ 災害防止事業 100分の18

３ 基幹水利施設管理事業 100分の40

(昭62条例35・全改，平４条例18・平６条例19・平13条例23・平22条例33・一部改正)

（分担金の徴収方法）

第６条 分担金は，各年度内にその全部を一時に徴収する。ただし，受益者の申出があるときは，当該

年度内に分割して徴収することができる。

（昭62条例35・全改）

（分担金の減免）

第７条 当該事業に対し，物件，労力又は金銭等の寄附があつたときは，その額に応じ，分担金の一部

又は全部を免除することができる。

２ 受益者が災害その他避けることのできない事情によつて分担金を納入する能力を失つたときは，そ

の申立により，残余の分担金についてその一部又は全部を免除することができる。

（知事の指定する事業についての分担金の特例）

第８条 知事が別に指定する事業の施行については，当該事業の施行に係る地域内にある土地について

受益者から，第４条の規定により徴収する分担金のほか，当該事業に要した費用の額から当該分担金

の額を控除した額をその者が法第３条に規定する資格を有している当該地域内の土地の面積に割り振

つて得られる額の範囲内で，当該土地の全部又は一部が当該事業の工事完了の公告の日（その公告に

おいて工事完了の日が示されたときは，その示された日）の属する年度の翌年度（その年度が到来す

る前の年度を知事が指定したときは，その指定した年度）から起算して８年を経過しない間に農地以

外に転用される場合に当該転用に係る土地の面積に応じた額（農地が農地以外が転用されることに伴

い遊休化する施設を目的外用途に活用することにより生ずる収入がある場合には，当該収入額のうち

当該転用に係る土地に係るものを差し引いた額）を納付される旨の条件を付した分担金を徴収する。

２ 知事は，前項の分担金を徴収する場合にあつては，当該事業に係る第４条の規定による徴収に係る

決定通知を行う際にあわせてその通知を受ける者に前項の規定により徴収する分担金の額その他当該

分担金に関し必要な事項を定めてこれを通知しなければならない。

３ 知事は，転用に係る土地の面積が知事の指定する面積をこえない場合その他知事が特に納付の必要

がないものと認めたときは，第１項の分担金を免除することができる。

４ 第４条第２項の規定は，第１項の場合について準用する。

（昭45条例13・追加，昭62条例35・一部改正）

（分担金の変更）

第９条 事業の計画変更その他の事情により事業に要する費用が増加し，分担金の額を増加しようとす

るときは，あらかじめその旨を受益者に通告し，その意見をきかなければならない。

（昭45条例13・旧第８条繰下）

（延滞金）

第10条 受益者が分担金を納入期日までに納入しないときは，延滞金を徴収する。
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２ 前項の規定による延滞金の額及びその徴収方法については，宮城県県税条例（昭和25年宮城県条例

第42号）の例による。

（昭45条例13・旧第９条繰下）

（納入期日の変更及び延滞金の減免）

第11条 分担金の納入につき考慮すべき事情があると認めたときは，分担金の納入期日を変更し又は延

滞金の一部又は全部を免除することができる。

（昭45条例13・旧第10条繰下）

（施設の管理及び処分）

第12条 事業の施行によつて取得した施設は，当該事業に対する分担金及び延滞金の全額を完納したと

きに，受益者に有償又は無償で譲渡することができる。

２ 事業が完了し，分担金及び延滞金の全額を完納しない場合における施設の管理及び処分については，

別に定める規則による。

（昭39条例29・一部改正，昭45条例13・旧第11条繰下）

（罰 則）

第13条 受益者が詐欺その他不正の行為により分担金の徴収を免れたときは，その徴収を免れた金額の

五倍に相当する金額（当該五倍に相当する金額が五万円を超えないときは，五万円とする。）以下の

過料に処する。

（昭45条例13・旧第12条繰下，平成11条例71）

（施行規則）

第14条 この条例の施行に関し必要な事項は，知事が別に定める。

（昭45条例13・旧第13条繰下）

附 則

（施行期日）

１ この条例施行の期日は，知事が別に定める。但し，その期日は，昭和26年４月１日以降になること

はない。（昭和26年３月31日規則第24号を以て昭和26年４月１日から施行する。）

（昭62条例35・旧附則・一部改正）

（分担金の額に関する特例）

２ 農業用用排水施設（ダムに限る。）の新設事業及び変更事業に係る第４条第１項の規定により徴収

する分担金の額は，当分の間，第５条第１項の規定にかかわらず，その年度における当該事業に要す

る費用の額から国から交付を受けるべき補助金の額を控除した額に100分の20以内の割合を乗じて得

た額から市町村負担額を控除して得た額とする。

（平２条例32・追加，平４条例18・一部改正）

３ 前項の規定の適用がある場合における第５条第２項の規定の適用については，同項中「前項」とあ

るのは，「前項及び附則第２項」とする。

（平２条例32・追加）

（分担金の額に関する読替え）

４ 法附則第２項の規定により国から貸付けを受ける場合における第５条第１項及び附則第２項の規定

の適用については，これらの規定中「交付を受けるべき補助金」とあるのは，「法附則第２項の規定

により貸付けを受けるべき貸付金」とする。

（昭62条例35・追加，平２条例32・一部改正・旧第２項繰下）
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附 則（昭和31年条例第16号）

この条例は，昭和31年４月１日から施行する。

附 則（昭和39年条例第29号）

この条例は，昭和39年４月１日から施行する。ただし，第１条の改正規定は，昭和39年１月１日から

適用する。

附 則（昭和40年条例第13号）

この条例は，公布の日から施行する。

附 則（昭和45年条例第13号）

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の県営土地改良事業条例第８条の規定は，昭和44年度以降の新規着工（新規

全体実施設計を含む｡)に係る事業の分担金から適用し，同年度前の着工に係る事業の分担金について

は，なお従前の例による。

附 則（昭和62年条例第35号）

この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第２項の規定は，昭和62年度の県営土地改良事業に

係る分担金から適用する。

附 則（平成２年条例第32号）

この条例は，交付の日から施行し，改正後の県営土地改良事業条例の規定は，平成２年度の県営土地

改良事業に係る分担金から適用する。

附 則（平成４年条例第18号）

この条例は，平成４年４月１日から施行する。

附 則（平成11年条例第71号）

（施行期日）

１ この条例は，平成12年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例による。

（施行期日）

１ この条例は，平成13年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第５条第１項の規定は，平成13年度以後にその工事に着手した県営土地改良事業に係る分

担金について適用し，平成12年度以前にその工事に着手した県営土地改良事業に係る分担金について

は，なお従前の例による。

附 則(平成22年条例第33号)

この条例中第３条ただし書の改正規定及び第５条第２項に１号を加える改正規定は平成22年４月１日

から，その他の改正規定は平成23年４月１日から施行する。
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（３）国営土地改良事業負担金等徴収条例
昭和34年12月26日

宮城県条例第36号

改正 昭和42年３月22日条例第15号

昭和45年10月15日条例第36号

昭和53年10月20日条例第33号

昭和54年３月20日条例第13号

昭和61年12月19日条例第35号

昭和62年12月24日条例第36号

平成２年10月12日条例第33号

平成４年３月27日条例第19号

平成６年３月23日条例第３号

平成13年12月25日条例第76号

平成21年３月24日条例第32号

平成22年３月24日条例第34号

平成23年３月22日条例第37号

国営土地改良事業負担金徴収条例をここに公布する。

国営土地改良事業負担金等徴収条例

（趣 旨）

第１条 土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という｡）第90条第２項の規定による負担金及

び法第90条の２第１項の規定による特別徴収金の徴収に関しては，法令に別段の定めがあるもののほ

か，この条例の定めるところによる。

（昭42条例15・平13条例76・一部改正）

（負担金の徴収）

第２条 県は，法第90条第１項の規定に基づき国営土地改良事業（法第87条の２第１項の規定により

国が行う同項第１号の事業（以下「埋立て又は干拓事業」という。）及び法第90条第８項に規定する

国営市町村特別申請事業（以下単に「国営市町村特別申請事業」という。）を除く。以下この条から

第４条までにおいて「事業」という｡）に要する費用の一部を負担するときは，当該事業によつて

利益を受ける者で当該事業の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規定する資格を有する

もの（以下「受益者」という｡）及び法第90条第２項に規定する省令で定めるものから，負担金を

徴収する。

２ 前項に掲げる者が，当該事業の施行に係る地域の全部又は一部を地区とする土地改良区の組合員で

あるときは，県は，その者に対する負担金に代えて，その土地改良区から，これに相当する額の金銭

を徴収する。

（昭42条例15・昭53条例33・平13条例76・一部改正）

（負担金の額）

第３条 前条第一項の規定により県が徴収する負担金の総額は，次の各号に掲げる事業の区分に応じ，

当該各号に定める額（土地改良法施行令（昭和24政令第295号。以下「令」という。）第52条第１項

の規定により農林水産大臣が定める額の加算がある場合にあつては，当該加算の額（以下「加算額」

という。)を加えて得た額)とする。

一 令第52条第１項第１号又は第１号の２の規定の適用を受ける事業 法第90条第１項の規定に基づ
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き県が負担する負担金の額（当該負担金の額が他の法令の規定により軽減される場合にあつては，

その軽減されることとなる額を控除した額。以下「県負担額」という。）から当該事業に要する費

用の額（加算額がある場合にあつては，加算額を控除して得た額）に100分の25以内で規則で定め

る割合を乗じて得た額(加算額がある場合にあつては，加算額を加えて得た額）及び同条第９項の

規定に基づき市町村に負担させる負担金の額（以下「市町村負担額」という。）を控除して得た額

二 令第52条第１項第３号の規定の適用を受ける事業 県負担額から当該事業に要する費用の額（加

算額がある場合にあっては，加算額を控除して得た額）に100分の27以内で規則で定める割合を乗

じて得た額（加算額がある場合にあっては，加算額を加えて得た額）及び市町村負担額を控除して

得た額

三 前二号に掲げる以外の事業 県負担額（加算額がある場合にあつては，加算額を控除して得た

額）の２分の１に相当する額から市町村負担額を控除して得た額

２ 前条第一項の規定により県が徴収する負担金の額は，次の各号に掲げる納入者の区分に応じ，当該

各号に定める額とする。

一 受益者 当該事業の施行に係る地域内にある受益者の土地の面積に応じて，第１項各号に掲げる

額（次号に掲げる者がある場合にあつては，同号に定める負担金の合計額を控除した額）を割り振

つて得られる額

二 法第90条第２項に規定する省令で定める者（次号に掲げる者を除く。) その受ける利益を限度

として知事が定める額

三 令第52条第１項の規定により農林水産大臣の指定を受けた者 同項の規定により農林水産大臣の

定めた額

３ 第１項又は前項第１号の規定により算出して得た額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てる。

（昭42条例15・昭53条例33・昭54条例13・平２条例33・平４条例19・平６条例３・平13

条例76・平21条例32・一部改正）

（負担金の徴収方法）

第４条 第２条第１項の規定により県が徴収する負担金（第５項に規定するものを除く。）は，受益者

にあつては元利均等年賦支払の方法（据置期間中の各年度に係る利息については，当該年度支払の方

法）又は当該受益者の申出があるときはその全部若しくは一部につき一時支払の方法により，法第90

条第２項に規定する省令で定める者にあつては知事が定める支払の方法により支払わせるものとする。

２ 前項の元利均等年賦支払の場合における負担金の支払期間（据置期間を含む。）は，令第52条第１

項第１号の２及び５号に掲げる事業にあつては15年，その他の事業にあつては17年とし，据置期間は，

同項第１号の２及び第５号に掲げる事業にあつては３年，その他の事業にあつては２年とする。

３ 前項の支払期間は，当該事業が完了した年度（当該事業によつて生じた施設で当該事業が完了する

までの間において農林水産大臣が管理しているものにつき国が法第88条第１項の規定により災害復旧

を併せて行つたときは，当該事業及び当該災害復旧のすべてが完了した年度）の翌年度から起算する

ものとする。ただし，次の各号に掲げる場合には，当該各号に掲げる負担金に係る支払期間は，当該

各号に定める年度から起算するものとする。
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一 事業が完了する以前において，当該事業の施行に係る地域内にある土地の一部につき当該事業の

完了によつて受けるべき利益のすべてが発生し，かつ，当該土地につき法第３条に規定する資格を

有する者から当該土地に係る第１項の負担金を徴収することが適当であると知事が認める場合 そ

の利益のすべてが発生した年度以後において知事の指定する年度

二 令第49条第１項第１号に掲げる事業が完了する以前において，指定工事(令第52条の２第４項第

３号に規定する指定工事をいう。以下同じ。)が完了し，かつ，当該事業の施行に係る地域内にあ

る土地につき法第三条に規定する資格を有する者から指定事業費額(指定工事に係る事業の部分に

要する費用の額をいう。）に係る第１項の負担金を徴収することが適当であると知事が認める場合

当該指定工事が完了した年度以後において知事の指定する年度

４ 第一項の元利均等年賦支払の場合における負担金の利率は，年五パーセントとする。

５ 第２条第１項の規定により県が徴収する負担金で令第52条第１項第２号の２及び第４号に掲げる事

業に係るものは，令第52条の２第２項の規定により農林水産大臣が定める支払の方法に準拠して知事

が定める支払の方法により支払わせるものとする。

６ 第１項の規定による据置期間中に各年度に係る利息の額に１円未満の端数があるときは，その端数

金額を切り捨てる。

（昭53条例33・全改，昭61条例35・平２条例33・平13条例76・平21条例32・一部改正）

（特別徴収金）

第５条 県は，法第90条の２第１項の規定に基づき国営土地改良事業（埋立て又は干拓事業，国営市町

村特別申請事業及び法第88条第１項の規定により国が行う土地改良事業を除く。以下この条において

同じ。）の施行に係る地域内にある土地につき受益者が，当該国営土地改良事業の工事の完了につき

法第113条の２第３項の規定による公告があつた日（その日前に，農林水産大臣が，当該土地を含む

一定の地域について当該国営土地改良事業によつて受ける利益のすべてが発生したと認めてその旨

公告したときは，その公告した日）以後８年を経過する日までの間に，当該土地を当該国営土地改良

事業の計画において予定した用途以外の用途（令第53条の８又は令附則第11項で定める用途を除く。

以下「目的外用途」という。）に供するため所有権の移転等（所有権の移転又は地上権，賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。以下同じ。）をした場合又は当該土

地を自ら目的外用途に供した場合（当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転等を受けて、目

的外用途に供した場合を除く。）には，一時的に目的外用途に供するため所有権の移転等をした場合，

目的外用途に供するため所有権の移転等をする際に既に当該土地が災害等により当該国営土地改良事

業による利益を受けていないものとなっている場合及び令第53条の９各号のいずれかに該当する場合

を除き，その者から特別徴収金を徴収する。

２ 前項の場合には，第２条第２項の規定を準用する。

３ 第１項の規定により県が徴収する特別徴収金の額は，国営土地改良事業につき法第90条第１項の規

定により県が負担する負担金のうちその徴収に係る土地に係る部分の額として令第53条の11第２項に

おいて準用する同条第１項の定めるところにより算定される額から，当該国営土地改良事業につき法

第90条第２項，第４項，第５項又は第９項の規定により県が徴収する負担金のうち当該土地に係る部

分の額として令第53条の11第２項において準用する同条第１項の定めるところにより算定される額を

差し引いて得た額を限度として，知事が定める。
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４ 第１項の規定により県が徴収する特別徴収金は，一時支払の方法により支払わせるものとする。

（平13条例76追加・平21条例32・一部改正）

（延滞金）

第６条 知事は，第２条第１項の規定により県が徴収する負担金又は第５条第１項の規定により県が徴

収する特別徴収金（第３項において「負担金又は特別徴収金」という。）を納入期日までに納入しな

い者があるときは，その者から延滞金を徴収する。

２ 前項の規定による延滞金の額及びその徴収方法については，宮城県県税条例（昭和25年宮城県条例

第42号）の例による。

３ 知事は，負担金又は特別徴収金を納入しないことについてやむを得ない理由があると認めるときは，

延滞金の一部又は全部を免除することができる。

（平13条例76・追加）

（規則への委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

（平13条例76・旧第５条繰下）

附 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 定川国営土地改良事業の負担金のうち，昭和34年度までに当該事業に要する費用に係る負担金の額

は，第３条第１項第１号の規定にかかわらず，当該費用に関し，法第90条第１項の規定に基づき県が

負担する額の４分の１に相当する額とする。

（負担金の徴収方法の特例）

３ 令附則第19項の規定により農林水産大臣が指定する事業についての第４条第２項の規定の適用につ

いては，当分の間，同項中「15年」とあり，及び「17年」とあるのは，「25年を超えない範囲内で知

事が定める期間」とする。

（平４条例19・追加 平21条例32・一部改正）

附 則〔昭和42年条例第15号〕

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の国営土地改良事業負担金徴収条例第４条第２項に規定する支払期間が昭和

41年度以前の年度から起算される事業に係る負担金についての同項の規定の適用については，同項中

「15年」とあるのは，「10年」とする。
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附 則〔昭和45年条例第36号〕

この条例は，公布の日から施行する。

附 則〔昭和53年条例第33号〕

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正前の国営土地改良事業負担金徴収条例の規定に基づいて賦課された負担金につ

いては，なお従前に例による。

附 則〔昭和54年条例第13号〕

この条例は，公布の日から施行する。

附 則〔昭和61年条例第35号〕

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第４条第４項の規定は昭和61年４月１日から、改正後

の附則第３項の規定は昭和60年度に行われた国営土地改良事業に係る負担金から適用する。

附 則〔昭和62年条例第36号〕

この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第３項の規定は昭和62年度の国営土地改良事業に

係る負担金から適用する。

附 則〔平成２年条例第33号〕

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の国営土地改良事業負担金徴収条例の規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う｡）以後に土地改良法（昭和24年法律第195号）第85条第１項，第85条の２第１項若しくは第85条の

３第１項若しくは第６項の規定による申請又は同法第87条の２第１項の規定による土地改良事業計画

の作成（以下「申請等」という｡）が行われた国営土地改良事業について適用し，施行日前に申請等

が行われた国営土地改良事業については，なお従前の例による。

附 則（平成４年条例第19号）

（施行期日）

１ この条例は，平成４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第３条第１項の規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」という｡）以後に土地改良

法（昭和24年法律第195号）第90条第１項の規定に基づき県が費用の一部を負担する国営土地改良事

業について適用し，施行日前に同項の規定に基づき県が費用の一部を負担した国営土地改良事業につ

いては，なお従前の例による。
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附 則（平成６年条例第３号）

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第３条第１項の規定は，平成５年度以後に施行される国営土地改良事業（平成４年度以前

の年度の国庫債務負担行為に基づき平成５年度以後の年度に支出すべきものとされた国の負担に係る

国営土地改良事業及び平成４年度以前の年度の国の歳出予算に係る国の負担で平成５年度以後の年度

繰り越されたものに係る国営土地改良事業を除く｡）について適用し，平成４年度以前に施行された

国営土地改良事業，同年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成５年度以後の年度に支出すべ

きものとされた国の負担に係る国営土地改良事業及び平成４年度以前の年度の国の歳出予算に係る国

の負担で平成５年度以後の年度に繰り越されたものに係る国営土地改良事業については，なお従前の

例による。

附 則（平成13年条例第76号）

この条例は，平成14年４月１日から施行し，改正後の第６条第１項の規定は，この条例の施行の日

以後に納入期日が到来する負担金及び特別徴収金について適用する。

附 則（平成21年条例第32号)

１ この条例は，公布の日から施行し，改正後の国営土地改良事業負担金等徴収条例第３条第１項第２

号の規定は，平成20年度以後の土地改良法施行令（昭和24年政令第295号）第52条第１項第３号の規

定の適用を受ける国営土地改良事業に係る負担金について適用する。

（経過措置）

２ 特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）附則266条の規定による改正前の土地改良法（昭和

24年法律第195号。以下「旧法」という。）第88条の２第１項及び特別会計に関する法律附則第383条

の規定によりなおその効力を有することとされる旧法第88条の２第１項の規定によりその工事に係る

事業費のうち同条第２項各号に掲げる費用につき借入金をもってその財源とする国営土地改良事業に

ついては，改正前の国営土地改良事業負担金等徴収条例第４条第４項の規定は，なおその効力を有す

る。この場合において，同項中「法第88条の２第１項」とあるのは「特別会計に関する法律（平成19

年法律第23号）附則第266条の規定による改正前の法（以下この項において「旧法」という。）第88

条の２第１項及び特別会計に関する法律附則第383条の規定によりなおその効力を有することとされ

る旧法第88条の２第１項」と，「にあつては令第53条第２項」とあるのは「にあつては土地改良法施

行令の一部を改正する政令（平成20年政令第107号。以下この項において「改正令」という。）附則

第２条の規定によりなおその効力を有することとされる同令による改正前の令（以下この項において

「旧令」という。）第53条第２項」と，「令第52条第３項」とあるのは「改正令附則第２条の規定に

よりなおその効力を有することとされる旧令第52条第３項」と，「令第52条の２第４項」とあるのは

「改正令附則第２条の規定によりなおその効力を有することとされる旧令第52条の２第４項」と，

「につき令第53条第２項」とあるのは「につき改正令附則第２条の規定によりなおその効力を有する
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こととされる旧令第53条第２項」とする。

附 則（平成22年条例第34号）

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。
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（４）国営土地改良事業負担金等徴収条例施行規則

平成 6年 3月23日

宮城県規則第5号

改正 平成13年 3月23日規則第33号

平成21年 3月24日規則第28号

国営土地改良事業負担金等徴収条例施行規則をここに公布する。

国営土地改良事業負担金等徴収条例施行規則

（趣 旨）

第１条 この規則は，国営土地改良事業負担金等徴収条例（昭和３４年宮城県条例第３６号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（負担金の額）

第２条 条例第３条第１項第１号及び第２号の規則で定める割合は、平成元年度以前に着手した国営土

地改良事業については別表第１，平成２年度から平成４年度までに着手した国営土地改良事業につい

ては別表第２，平成５年度以後に着手した国営土地改良事業については別表第３のとおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず，江合川国営土地改良事業に係る条例第３条第１項第１号及び第２号の規

則で定める割合は，別表第２のとおりとする。（平成13年 3月23日改正）

３ 条例第３条第１項第２号の規則で定める割合は，別表第四のとおりとする。（平成21年 3月24日追

加）

附 則

この規則は，公布の日から施行する。

附 則（平成13年 3月23日改正）

この規則は，平成１３年４月１日から施行し，改正後の国営土地改良事業負担金徴収条例施行規則の

規定は，平成５年度分の国営土地改良事業に係る負担金から適用する。

附 則（平成21年 3月24日改正）

この規則は，公布の日から施行する。
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別表第１（第２条関係）

区 分 割 合

ダ ム 17/100

頭 首 工 17/100

国営かんがい 排 水 機 場

排水事業 排 水 樋 門 17/100

排 水 路 17/100

用 水 機 場 17/100

用 水 路 17/100

別表第２（第２条関係）

区 分 割 合

末端支配面積（当該施設の利益を受ける農用地

の面積をいう。以下同じ。）がおおむね7,000

ha（畑に係るものにあっては 3,000ha）未満で 20/100

あり，かつ有効貯水量がおおむね1,000万m３（畑

に係るものにあっては300万m３）未満のもの

ダ ム 未端支配面積がおおむね7,000ha（畑に係るもの

にあっては3,000ha）以上であり，かつ有効貯水

量がおおむね1,000万m３（畑に係るものにあって 25/100

は300万m３）以上のもの

かんがい排水事業以外の事業との共同事業で新

設又は変更（新たに農業用水の開発を行うもの

で，開発に要する費用が当該ダムに要する費用 209/1,000

の1/2以上のもの）されるもの

未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの

にあっては300ha）未満のもの 17/100

国営かんがい 未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの

排水事業 頭 首 工 にあっては300ha）以上おおむね 3,000ha（畑に 19/100

係るものにあっては1,000ha）未満のもの

未端支配面積がおおむね3,000ha（畑に係るもの

にあっては1,000ha）以上おおむね7,000ha（畑 234/1,000

に係るものにあっては3,000ha）未満のもの

未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの
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排 水 機 場 にあっては300ha）未満のもの 17/100

排 水 樋 門 未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの

にあっては300ha）以上おおむね 3,000ha（畑に 19/100

係るものにあっては1,000ha）未満のもの

未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの

排 水 路 にあっては300ha）未満のもの 17/100

未端支配面積がおおむね1,000ha（畑に係るもの

にあっては300ha）以上のもの 19/100

用 水 機 場 17/100

用 水 路 17/100

別表第３（第２条関係）

区 分 割 合

末端支配面積がおおむね5,000ha（畑に係るも

のにあっては2,000ha）以上であり，かつ有効

ダ ム 貯水量がおおむね700万m３（畑に係るものにあ 25/100

っては200万m３）以上のもの

その他の施設 17/100

未端支配面積がおおむね5,000ha（畑に係るも

頭 首 工 のにあっては2,000ha）未満のもの 17/100

未端支配面積がおおむね5,000ha（畑に係るも

のにあっては2,000ha）以上のもの 25/100

国営かんがい 未端支配面積がおおむね5,000ha（畑に係るも

排水事業 排 水 機 場 のにあっては300ha）未満のもの 17/100

排 水 樋 門 未端支配面積がおおむね5,000ha（畑に係るも

のにあっては2,000ha）以上のもの 25/100

排 水 路 17/100

用 水 機 場 17/100

用 水 路 17/100

農業水利制 未端支配面積がおおむね100ha未満のもの 25/100

御システム 未端支配面積がおおむね100ha以上のもの 17/100

国営農地再編 区 画 整 理

整備事業 開 畑 17/100
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別表第４（第２条関係）

区 分 割 合

ため池，頭首工，水路，揚水機，堤防（海岸を 27/100（当該事業

含む。），道路，橋 梁 及び農地保全施設 に係る国の負担割
りょう

合が65/100を超え

80/100未満の場合

にあっては１から

当該国の負担割合

及び8/100を控除

災害復旧事業 農業用施設 した割合，当該事

業に係る国の負担

割合が80/100以上

の場合にあっては

１から当該国の負

担割合を控除した

割合に60/100を乗

じて得た割合）
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（５）国営土地改良事業負担金償還助成事業補助金交付要綱

（趣 旨）

第１ 県は，国営土地改良事業（以下，「事業」という。）の公共性にかんがみ，事業施行

地内農家全体の事業費負担の軽減を図るため，当分の間，地元負担団体である土地改良

区等が償還する額について，予算の範囲内において国営土地改良事業負担金償還助成事

業補助金を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年

宮城県規則第３６号。以下，「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定める

ところによる。

（事業の採択）

第２ 事業の採択を申請する者は，交付初年度の前年度２月末日までに別記様式第１号に

償還計画表を添え知事に申請するものとする。

２ 知事は，前項の申請があったときは，事業内容を審査し，適当と認められる場合は，

別記様式第２号により申請者に事業採択を通知するものとする。

（交付対象等）

第３ 交付対象となる事業は，国営土地改良事業負担金徴収条例（昭和３４年宮城県条例

第３６号。以下「条例」という。）第２条第１項の規定により，平成２年度以降徴収を開

始するかんがい排水事業及び農地再編整備事業とし，補助金の額は，当該事業に要した

額に，別表第１，第２及び第３に定める率を乗じて得た額に，別表第４により算出した

額を加えた額とする。

２ 知事は，前項の規定により算出した補助金の額が，予算額を超える場合においては，

その差額を，後年度に交付することができる。

３ 前項の規定により各年度の補助金の額を変更する場合には，知事は，あらかじめ関係

団体に通知することとする。

４ 条例第２条の規定により徴収する負担金の額は，条例第３条に定める額とし，国営土

地改良事業負担金償還助成事業補助金の控除は行わない。

（交付の申請）

第４ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第３号による

ものとし，その提出期限は知事が別に定める日とする。

（補助金交付申請書）

第５ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類

は，次のとおりとする。

（１）償還計画書

（２）収支予算書（別記様式第４号）
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（実績報告）

第６ 規則第１２条第１項の規定による実績報告書の様式は，別記様式第５号によるもの

とする。

（実績報告書）

第７ 規則第１２条第１項の規定により実績報告書に添付しなければならない書類は，次

のとおりとする。

（１）当該地区に係る土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９０条第４項の規定

に基づく負担金の納付を証する書面

（２）収支精算書（別記様式第６号）

（補助金の交付方法）

第８ 補助金は，規則第１５条ただし書の規定により概算払いにより交付するものとする。

（補助金の請求）

第９ 補助金の請求は，別記様式第７号による補助金概算払請求書を知事に提出して行う

ものとする。

（書類の提出部数）

第１０ この要綱により知事に提出する書類は，申請者の住所を所管区域とする地方振興

事務所を経由するものとし，その提出部数は，各１部とする。

（そ の 他）

第１１ この要綱に定めのない事項については，知事が別に定める。

附 則

１ この要綱は，平成１２年８月２９日から施行し，平成１２年度の予算に係る補助金に

適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。

３ 国営土地改良事業負担金償還助成措置要綱（平成２年１１月９日施行）は，廃止する。

附 則

この要綱は，平成１６年７月１３日から施行する。

附 則

１ この要綱は，平成２１年２月２７日から施行し，平成２０年度交付分から適用する。

２ この要綱による交付対象は，平成１８年度までに国営土地改良事業地区調査が着手さ

れた地区とする。
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別表第１

国営基幹かんがい排水事業
（平成２年度以降開始した事業）

基 幹 工 種 助 成 率

１．ダム

(1) 貯水量 700(1,000)万ｍ３，受益面積5,000(7,000)ha以上 －

(2) 〃 未満 ＊ 2.0

(3) 共 同 ダ ム（農業用） 4.5

(4) 〃 （その他） 6.4

(5) 一 般 10.4

２．頭首工

(1) 受 益 面 積 5,000(7,000)ha以上 －

(2) 受 益 面 積 3,000(3,000)ha以上 ＊ 2.0

(3) 共同頭首工（農業用） 4.0

(4) 〃 （その他） 4.0

(5) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(6) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha未満 4.0

３．排水機場，樋門

(1) 受 益 面 積 5,000(7,000)ha以上 －

(2) 受 益 面 積 3,000(3,000)ha以上 2.0

(3) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(4) 一 般 4.0

４．排水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(2) 一 般 4.0

５．用水機場，樋門，導水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(2) 一 般 4.0

６．用水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(2) 一 般 4.0

７．水管理制御システム

(1) 受 益 面 積 100ha以上 4.0

(2) 受 益 面 積 100ha未満 5.0

・＊印は，鳴瀬川地区及び江合川地区については，特例として4.0%とする。

・基幹工種欄の（ ）内記載事項は，平成４年度まで設けられていた区分を示す。
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別表第２

国営かんがい排水事業
（平成元年度までに開始した事業）

基 幹 工 種 助 成 率

１．ダム

(1) 貯水量 700(1,000)万ｍ３，受益面積5,000(7,000)ha以上 10.4

(2) 〃 未満 10.4

(3) 共 同 ダ ム（農業用） 10.4

(4) 〃 （その他） －

(5) 一 般 10.4

２．頭首工

(1) 受 益 面 積 5,000(7,000)ha以上 10.4

(2) 受 益 面 積 3,000(3,000)ha以上 9.0

(3) 共同頭首工（農業用） －

(4) 〃 （その他） －

(5) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 6.5

(6) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha未満 4.0

３．排水機場，樋門

(1) 受 益 面 積 5,000(7,000)ha以上 10.4

(2) 受 益 面 積 3,000(3,000)ha以上 9.0

(3) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 6.5

(4) 一 般 4.0

４．排水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 6.5

(2) 一 般 4.0

５．用水機場，樋門，導水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(2) 一 般 4.0

６．用水路

(1) 受 益 面 積 1,000(1,000)ha以上 4.0

(2) 一 般 4.0

・基幹工種欄の（ ）内記載事項は，平成元年度まで設けられていた区分を示す。
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別表第３

国営農地再編整備事業

基 幹 工 種 助 成 率

全 施 設

１ 一 般 型 4.0

２ 中山間地域型 4.0
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別表第４

区 分 該 当 地 区 補助金の額（助成率）

国営土地改良事業負担金計画 元利均等年賦支払以外の年賦支払の方法

措置実施要領（昭和62年8月21 を併用する地区は，以下の算式により算

県要件助成 日付け62構改B第1133号）の規 定された額

定により，償還計画について Ｙ＝Σ(Ｘi－Ｘ)／２

構造改善局長の承認を受けた ただし，Xi-X＜0ならばXi-X=0とする。

地区 Ｙ：補助金の額

Ｘi：i年度に地元が県に支払うべき

負担金

i ：償還期間中の各年度

Ｘ：Ｘi の平均
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（別記様式第１号）

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業採択申請書

番 号

年 月 日

宮 城 県 知 事 殿

住所

申請者

名称及び代表者の氏名 印

平成 年度新規国営土地改良事業負担金償還助成事業の採択をされたく，下記のとお

り申請します。

記

１ 事 業 名

２ 地 区 名

３ 事 業 費（見込み） 億円

４ 助 成 額（見込み） 単位：千円

施設区分 農家償還金 償還助成交付金

負担率 償還金計 助成率 交付額計

% %

% %

% %

% %

計

５ 償還期間（予定） 年 月から 年 月

添付資料 償還計画表
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（別記様式第２号）

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業採択通知書

番 号

年 月 日

土地改良区理事長 殿

宮城県知事 印

年 月 日付け 第 号で申請のありました下記地区について，国営土地改良事業負

担金償還助成事業の実施地区として，採択しましたので通知します。

なお，国営土地改良事業負担金償還助成事業補助金交付要綱に基づき，予算の範囲内に

おいて当該補助金を交付します。

記

１ 事 業 名

２ 地 区 名

３ 事 業 費（見込み） 億円

４ 助 成 額（見込み） 単位：千円

施設区分 農家償還金 償還助成交付金

負担率 償還金計 助成率 交付額計

% %

% %

% %

% %

計



- 150 -

（別記様式第３号）

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業補助金交付申請書

番 号

年 月 日

宮 城 県 知 事 殿

住所

申請者

名称及び代表者の氏名 印

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業補助金を交付されるよう補助金等交

付規則第３条の規定により，関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助金の使途及び目的

２ 補助金の算出の基礎

添付書類

１ 償還計画書

２ 収支予算書（別添様式第４号）
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（別記様式第４号）

収 支 予 算 書

１ 収 入

区 分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 備 考

円 円 円
県 補 助 金

計

２ 支 出

区 分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 備 考

円 円 円

計
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（別記様式第５号）

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業実績報告書

番 号

年 月 日

宮 城 県 知 事 殿

住所

申請者

名称及び代表者の氏名 印

平成 年 月 日付け宮城県（農村）指令第 号で交付決定の通知があった国営土

地改良事業負担金償還助成事業について，下記のとおり実施したので補助金等交付規則第

１２条の規定により，関係書類を添えて報告します。

記

１ 補助金の使途及び目的

２ 補助金の算出の基礎

添付書類

１ 負担金納付を証する書面の写し

２ 収支精算書（別添様式第６号）
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（別記様式第６号）

収 支 精 算 書

１ 収 入

区 分 本年度精算額 本年度予算額 増 減 備 考

円 円 円
県 補 助 金

計

２ 支 出

区 分 本年度精算額 本年度予算額 増 減 備 考

円 円 円

計
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（別記様式第７号）

平成 年度国営土地改良事業負担金償還助成事業補助金概算払請求書

番 号

年 月 日

宮 城 県 知 事 殿

住所

申請者

名称及び代表者の氏名 印

平成 年 月 日付け宮城県（農村）指令第 号で交付決定の通知があった国営土地

改良事業負担金償還助成事業補助金について，下記のとおり金 円を概算

払によって交付されたく請求します。

記

区 分 対象事業費 交付決定額 既 受 領 額 今回請求額 残 額

円 円 円 円 円

計

支払銀行名：

口 座 番 号 ：

口座名義人：
フ リ ガ ナ
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（６）国営土地改良事業負担金償還対策事業実施要綱

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この要綱は，国営土地改良事業（以下「国営事業」という。）の受益地内農家全

体の国営事業の負担金の軽減を図るため，地元負担団体である土地改良区が償還する額

について，当該土地改良区が土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４０条第１項

の規定により区債を発行し，宮城県土地改良事業団体連合会（以下「連合会」という。）

が金融機関から融資を受けて当該区債を購入し，及び県がその購入資金融資に関して支

援する国営土地改良事業負担金償還対策事業（以下「本事業」という。）の実施に関し

必要な事項を定めるものとする。

（各機関の役割）

第２条 本事業における県の役割は次のとおりとする。

（１）本事業全体の管理に関すること。

（２）連合会，土地改良区及び金融機関との調整に関すること。

（３）連合会，土地改良区への指導及び助言に関すること。

（４）区債の購入資金に充てるために連合会が金融機関から融資を受ける際の損失補償

に関すること。

２ 本事業における連合会の役割は次のとおりとする。ただし，連合会は，本事業により

利益を得ることはできない。

（１）本事業の実施細目の制定及び管理に関すること。

（２）実施細目に基づく本事業の実施に関すること。

３ 本事業に係る土地改良区の役割は次のとおりとする。

（１）区債の発行及び償還に関すること。

（２）本事業の趣旨及び信義に基づく区債の償還等の確実な実施に関すること。

（支援対象等）

第３条 この要綱の対象となる国営事業は，国営土地改良事業負担金徴収条例（昭和３４

年宮城県条例第３６号。以下「条例」という。）第２条第１項の規定により，平成２年

度以降徴収を開始するかんがい排水事業及び農地再編整備事業とし，対象となる団体は，

条例により県が国営事業の負担金を徴収し，かつ，県に国営事業の負担金の繰上償還を

要望する土地改良区（以下「土地改良区」という。）とする。

第２章 事業の申請及び審査

（事業の申請）

第４条 土地改良区が本事業による支援を受けようとするときは，連合会に本事業の実施

に関し承認の申請書を提出するものとする。

２ 土地改良区は，前項の規定により提出した申請書の内容に変更があったときは，速や

かに連合会に変更申請書を提出するものとする。
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（審査委員会）

第５条 連合会は，本事業を適切に行うため，審査委員会を設置し，前条の規定による申

請書及び変更申請書の案件ごとに審査の上，区債購入の適否を決定するとともに，その

旨を土地改良区に通知するものとする。

第３章 損失補償

（損失補償）

第６条 連合会は，前条の規定により区債の購入が適当と認められた土地改良区が発行す

る区債の購入資金に充てるため，連合会が定める金融機関（以下「金融機関」という。）

から融資を受けようとするときは，別記様式第１号により知事に損失補償を依頼するも

のとする。

２ 知事は，前項の規定により連合会から損失補償の依頼があった場合は，あらかじめ宮

城県議会で債務負担行為の議決を得た上で，金融機関との損失補償契約を締結するもの

とする。

３ 知事は，前項の規定により宮城県議会の債務負担行為の議決を得た場合は，別記様式

第２号により速やかに連合会にその旨を通知するものとする。

４ 知事は，第２項の規定による宮城県議会の議決により損失補償の拒絶が決定されたと

きは，連合会に「損失補償拒絶書」（別記様式第３号）を送付するものとする。

５ 知事は，金融機関が第２項の損失補償契約の日から３０日を経過した後，なお正当な

事由なくして融資の手続を完了しない場合は，当該損失補償契約を取り消すことができ

る。

６ 損失補償の履行については，次の各号に定めるところによるものとする。

（１）損失補償の履行の時期は，次のとおりとする。

イ 金融機関は，連合会が最終償還期日又は期限の利益喪失日（以下「期限日」と

いう。）を経過した後，なおその債務の全部又は一部を履行しない場合，知事と

協議の上，期限日から９０日を経過した後，知事に損失補償を請求するものとす

る。ただし，特別の事情があるときは，この限りでない。

ロ イの損失補償の請求は，期限日の翌日から１年を経過した日以降においては，

これを行うことができない。

（２）金融機関は，前号に規定により損失補償の履行を請求する場合は，次の書類及び

資料を提出しなければならない。

イ 損失補償請求書（別記様式第４号）

ロ その他知事が必要と認める書類又は資料

（３）知事は，前号の規定により金融機関から損失補償請求書を受け取ったときは，遅

滞なくその内容を審査するものとし，その内容が適当であると認めた場合は，宮城

県議会の承認を得た上で損失補償の実施を決定し，別記様式第５号により当該金融

機関に損失補償日，損失補償額及び交付方法を通知するとともに，別記様式第６号

により速やかに連合会に通知するものとする。
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（４）知事は，前号の損失補償日に損失補償を行い，金融機関から「損失補償領収書」

（別記様式第７号）及び損失補償契約書の提出を求めるものとする。

（５）連合会は，知事が損失補償を履行した場合は，当該損失補償に関係する区債及び

回収した元利金を知事に譲渡するものとする。

（６）知事は，前項の規定により区債及び元利金の譲渡を受けた後に，土地改良区から

元利金の支払を受けたときは，連合会が立替払を行っていた金融機関への手数料等

について，連合会に交付するものとする。この場合，その交付の方法については，

知事と連合会が協議の上，決定するものとする。

第４章 区債の購入及び償還等

（区債購入の決定）

第７条 連合会は，第６条第３号の規定により知事から宮城県議会の債務負担行為の議決

の通知があり，金融機関から融資が行われることとなったときは，第４条の規定により

申請のあった土地改良区に，区債の購入を通知するものとする。

（区債の発行）

第８条 土地改良区は，国営事業の負担金の繰上償還資金を調達するため，土地改良区総

代会の議決を得た上で，土地改良法第４０条第１項の規定により，区債を発行するもの

とする。

２ 土地改良区が発行する区債の額は，県に国営事業の負担金の繰上償還を要望した額以

内とする。

３ 区債は，無担保とし，連帯保証人を徴するものとする。

４ 区債の償還方法は，原則として，元金均等半年賦払とし，償還年数は最大１５年とす

る。

５ 土地改良区は，区債の発行に係る経費を負担するものとする。

（区債の購入）

第９条 本事業により土地改良区が発行する区債は，すべて連合会が購入するものとし，

連合会は，その資金を調達するため，金融機関から融資を受けるものとする。

２ 連合会は，本事業により土地改良区から購入した区債の転売はできない。

（区債の償還）

第１０条 土地改良区は，区債発行の際に定める条件に従い，連合会に元金及び利息を支

払うものとする。

第５章 実績報告

（実績報告）

第１１条 土地改良区は，連合会に本事業の毎年度の実績報告書を提出するものとする。
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２ 連合会は，知事に本事業の毎年度の実績を報告するものとし，その報告期限は知事が

別に定める日とする。

３ 前項の規定による実績の報告に添付しなければならない書類は，次の各号のとおりと

し，それぞれ当該各号に定める書類を添付するものとする。

（１）区債購入に係る実績の報告（別記様式第８号）

イ 土地改良区から提出のあった実績報告書及びその添付書類の写し

ロ 連合会と金融機関の融資契約書の写し

ハ その他必要な書類

（２）金融機関への返済に係る実績の報告（別記様式第９号）

イ 収支精算書（別記様式第１０号）

ロ その他必要な書類

第６章 雑則

（要綱の改正又は廃止）

第１２条 知事は，本要綱を改正又は廃止しようとするときは，連合会と協議するものと

する。

（相互協力）

第１３条 県と連合会は，本事業の趣旨にのっとり，相互に必要な協力を行うものとする。

（体制整備）

第１４条 連合会は，本事業の実施のために必要な体制の整備を行うものとする。

（委任）

第１５条 本事業の実施細目については，この要綱に定めるもののほか，連合会が知事と

協議の上，別に定めるものとする。実施細目を改正又は廃止する場合についても，同様

とする。

（その他）

第１６条 この要綱に定めのない事項が生じたとき，又はこの要綱の各条項の解釈につい

て疑義が生じたときは，事業の趣旨に照らして，知事，連合会，土地改良区及び金融機

関が協議の上，誠意をもって解決するものとする。

附 則

この要綱は，平成１８年２月１０日から施行する。
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別記様式第１号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 印

国営土地改良事業負担金償還対策事業に係る損失補償について（依頼）

このことについて，下記の計画に対して損失補償を受けたいので，国営土地改良事業負

担金償還対策事業実施要綱第６条の規定により依頼します。

記

１ 区債購入計画

区債購入計画
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 購入額 購入 償還年数
（千円） 年月日 （年）

２ 区債購入資金借入計画

借入計画
金融機関名

借入金額 返済年数
（千円） （年）
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別記様式第２号

番 号

年 月 日

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 殿

宮城県知事 印

国営土地改良事業負担金償還対策事業に係る損失補償について（通知）

年 月 日付け 第 号で依頼のありましたこのことについて，債務負担行為に

係る宮城県議会の議決を得たので，国営土地改良事業負担金償還対策事業実施要綱（平成

１８年２月１０日施行）第６条第３項の規定により通知します。

記

１ 債務負担行為の期間

２ 債務負担行為の限度額

３ 債務負担行為に係る県議会の議決年月日

添付書類

県議会に上程した議案書の写し
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別記様式第３号

損失補償拒絶通知書

番 号

年 月 日

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 殿

宮城県知事 印

年 月 日付け 第 号で依頼のありました損失補償については，今回は貴

意に応じかねますので，御了承願います。
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別記様式第４号

損失補償請求書
年 月 日

宮城県知事 殿

所 在 地

金融機関

代表者名 印

貴県の損失補償に基づく下記融資は、債務者から償還を受けることができず，また，今

後回収困難と考えられますので，平成 年 月 日に締結した損失補償契約書第 の規定

により，下記のとおり損失補償されるよう関係書類を添えて請求します。

被 住 所 損失補償契約年月日 年 月 日

（所在地）

保 融 資 金 額 年 月 日

氏 名 融 資 年 月 日 年 月 日

証 （名称） 最 終 償 還 日 年 月 日

代 表 期限の利益喪失日 年 月 日

人 者 名

融資の種類 請求金額 元金 円

（損失補償金額） 下記のとおり

請求金額の算出根拠

① 元 金 円

② 利 息 円

計 ①＋②

回収未了の生じた理由等経過説明

保全、取立状況、保証人の状況

損失補償行為の振込口座
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別記様式第５号

番 号

年 月 日

金融機関 殿

宮城県知事 印

国営土地改良事業負担金償還対策事業に係る損失補償の実施について(通知)

年 月 日付け 第 号で請求のありました損失補償について，下記により実

施することにしましたので，国営土地改良事業負担金償還対策事業実施要綱（平成１８年

２月１０日施行）第６条第６項の規定により通知します。

記

１ 損失補償を実行する日

２ 損失補償額

３ 交付方法

添付資料

損失補償額の算定資料
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別記様式第６号

番 号

年 月 日

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 殿

宮城県知事 印

国営土地改良事業負担金償還対策事業に係る損失補償の実施について(通知)

このことについて，下記により実施することにしましたので，国営土地改良事業負担金

償還対策事業実施要綱（平成１８年２月１０日施行）第６条第６項の規定により通知しま

す。

なお，県の損失補償実行後，同規定に基づき，当該損失補償に関係する区債及び回収し

た元利金を譲渡願います。

記

１ 損失補償先

２ 損失補償を実行する日

３ 損失補償額

４ 交付方法
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別記様式第７号

損失補償領収書

年 月 日

宮城県知事 殿

所 在 地

金融機関

代表者名 印

１ 債務者名

２ 損失補償契約年月日

３ 損失補償代金 金 円

（注・金額欄は漢数字又はチェックライターで記入してください。）

上記金額は、貴県との約定に基づく損失補償金として正に受領しました。

（注・損失補償契約書を添付してください。）
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別記様式第８号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 印

年度国営土地改良事業負担金償還対策事業実績報告書（区債購入）

年度国営土地改良事業負担金償還対策事業について，下記のとおり実施しましたの

で，国営土地改良事業負担金償還対策事業実施要綱第１１条の規定により，関係書類を添

えて報告します。

記

１ 区債購入実績

区債購入実績
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 区債購入額 区債購入 償還年数 金利 総償還額
（千円） 年月日 （年） （％） （千円）

２ 区債購入資金融資実績

金融機関名：

融資実績
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 融資金額 融資契約 返済年数 金利 総償還額
（千円） 年月日 （年） （％） （千円）

添付書類

１ 区債の写し

２ 融資契約書の写し
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別記様式第９号

年度国営土地改良事業負担金償還対策事業実績報告書（金融機関への返済）

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

宮城県土地改良事業団体連合会

会長 印

年度国営土地改良事業負担金償還対策事業について，下記のとおり実施ましたの

で，国営土地改良事業負担金償還対策事業実施要綱第１１条の規定により，関係書類を添

えて報告します。

記

金融機関への返済実績

金融機関への返済実績
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 融資額 平成○年度 返 済 返 済
返 済 額 年月日 返済残金 残年数

（円） （円） （円） （年）

添付書類

収支精算書（別記様式第１０号）
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別記様式第１０号

収支精算書
１ 収 入

区債購入に係る 年度収入実績
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 年度 収 入 次年度以降
区債購入額 収 入 額 年月日 収入予定額 残年数

（円） （円） （円） （年）

計

２ 支 出

金融機関名：

金融機関への返済実績
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 年度 返 済 返 済
融資額 返 済 額 年月日 返済残金 残年数

（円） （円） （円） （年）

計

３ 収 支

収 支
区債発行 国営事業

土地改良区名 地 区 名 年度 年度
収 入 額 返 済 額 増 減 備 考

（円） （円）

計
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（７）補助金等交付規則

昭和五十一年三月三十一日

宮城県規則第三十六号

補助金等交付規則をここに公布する。

補助金等交付規則

(趣旨)

第一条 この規則は、法令、条例又は他の規則に特別の定めのあるもののほか、補助金等の交付の申請、

決定等に関する事項その他補助金等に係る予算の執行に関する基本的事項を定めるものとする。

(定義)

第二条 この規則において「補助金等」とは、県が県以外の者に対して交付する給付金で次に掲げるもの

をいう。

一 補助金

二 利子補給金

三 知事が指定する負担金

四 その他相当の反対給付を受けない給付金(知事が指定するものを除く。)

2 この規則において「補助事業等」とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。

3 この規則において「補助事業者等」とは、補助事業等を行う者をいう。

4 この規則において「間接補助金等」とは、次に掲げるものをいう。

一 県以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金等を直接又は間接にその財源の

全部又は一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従つて交付するもの

二 利子補給金又は利子の軽減を目的とする前号の給付金の交付を受ける者が、その交付の目的に従い、

利子を軽減して融通する資金

5 この規則において「間接補助事業等」とは、前項第一号の給付金の交付又は同項第二号の資金の融通

の対象となる事務又は事業をいう。

6 この規則において、「間接補助事業者等」とは、間接補助事業等を行う者をいう。

(補助金等の交付の申請)

第三条 補助金等の交付の申請(契約の申込を含む。以下同じ。)をしようとする者は、次の各号に掲げる

事項を記載した補助金等交付申請書(契約の申込にあつては、契約に関する書類)を知事に対しその定める

期日までに提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所

二 補助事業等の目的及び内容

三 交付を受けようとする補助金等の額及びその算出の基礎

四 その他知事が必要と認める事項

2 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一 事業計画書

二 補助事業等に係る収支予算書又はこれに代わる書類

三 工事の施行にあつては実施設計書

四 その他知事が必要と認める書類

3 前項の規定にかかわらず、知事は、同項に規定する書類のうち必要がないと認めるものについては、

その添付を省略させることがある。

(補助金等の交付の決定)

第四条 知事は、補助金等の交付の申請があつたときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行

う現地調査等により、その内容を審査し、補助金等を交付することが適当と認めたときは、速やかに、補

助金等の交付の決定(契約の承諾の決定を含む。以下同じ。)をするものとする。

2 知事は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の申請に係

る事項につき修正を加えて補助金等の交付を決定することがある。

(補助金等の交付の条件)

第五条 知事は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的を達成するため必要

があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。

一 補助事業等の内容の変更又は補助事業等に要する経費の配分の変更(知事の定める軽微な変更を除

く。)をする場合においては、知事の承認を受けること。
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二 補助事業等を行うため締結する契約に関する事項その他補助事業等に要する経費の使用方法に関する

事項

三 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。

四 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等遂行が困難となつた場合においては、速

やかに、知事に報告してその指示を受けること。

2 知事は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認められる場合において

は、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金等の全部又は一部に相当する

金額を県に納付すべき旨の条件を付することがある。

3 知事は、前二項に定めるもののほか、補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を付すことが

ある。

4 補助事業者等は、間接補助金等を交付する場合において、前三項の規定により知事が補助金等の交付

の決定に条件を付したときは、間接補助事業者等に対し、これを遵守するために必要な条件を付さなけれ

ばならない。

(決定の通知)

第六条 知事は、補助金等の交付を決定したときは、速やかに、その決定の内容及びこれに条件を付した

場合にはその条件を補助金等の交付の申請をした者に通知するものとする。

(申請の取下げ)

第七条 補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に

係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から

十五日以内に、申請を取り下げることができる。ただし、知事が特に必要と認める場合は、この期間を短

縮し、又は延長することがある。

2 前項の規定による申請の取下げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定はなかつたも

のとみなす。

(事情変更による決定の取消し等)

第八条 知事は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生

じたときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付し

た条件を変更することがある。ただし、補助事業等のうち既に経過した期間に係る部分については、この

限りでない。

2 知事が前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことができる場合は、次の各号の一に該当

する場合とする。

一 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により、補助事業等の全部又は一部を継続

する必要がなくなつた場合

二 補助事業者等又は間接補助事業者等が、補助事業等又は間接補助事業等を遂行するために必要な土地

その他の手段を使用することができないこと、補助事業等又は間接補助事業等に要する経費のうち補助金

等又は間接補助金等によつて賄われる部分以外の部分を負担することができないことその他の理由により

補助事業等又は間接補助事業等を遂行することができない場合(補助事業者等又は間接補助事業者等の責

めに帰すべき事由による場合を除く。)

3 知事は、第一項の規定による補助金等の交付の決定の取消しにより特別に必要となつた次に掲げる経

費について補助金等を交付することがある。

一 補助事業等に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費

二 補助事業等を行うために締結した契約の解除により必要となつた賠償金の支払に要する経費

4 第六条の規定は、第一項の規定により取消し、又は変更をした場合について準用する。

(補助事業等の遂行等)

第九条 補助事業者等は、法令、条例及び規則(以下「法令等」という。)の定め並びに補助金等の交付の

決定の内容及びこれに付した条件その他法令等に基づく知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもつて

補助事業等を行わなければならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用(利子補給金にあつては、そ

の交付の目的となつている融資又は利子の軽減をしないことにより、補助金等の交付の目的に反してその

交付を受けたことになることをいう。以下同じ。)をしてはならない。

2 補助事業者等は、間接補助事業者等に対し、法令等の定め及び間接補助金等の交付又は融通の目的に

従い、善良な管理者の注意をもつて間接補助事業等を行わせ、いやしくも間接補助金等の他の用途への使

用(利子の軽減を目的とする第二条第四項第一号の給付金にあつては、その交付の目的となつている融資

又は利子の軽減をしないことにより間接補助金等の交付の目的に反してその交付を受けたことになること

をいい、同項第二号の資金にあつては、その融通の目的に従つて使用しないことにより不当に利子の軽減
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を受けたことになることをいう。以下同じ。)をすることのないようにさせなければならない。

(状況報告)

第十条 知事は、補助事業者等に対し、その定めるところにより、補助事業等の遂行の状況に関し、報告

を求めることがある。

(補助事業等の遂行等の命令)

第十一条 知事は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等が補助金等の交付の決定

の内容又はこれに付した条件に従つて遂行されていないと認めるときは、その者に対して、これらに従つ

て当該補助事業等を遂行すべきことを命ずることがある。

2 知事は、補助事業者等が前項の命令に従わなかつたときは、その者に対し、当該補助事業等の遂行の

一時停止を命ずることがある。

(実績報告)

第十二条 補助事業者等は、補助事業等が完了したとき又は補助事業等の廃止の承認を受けたときは、補

助事業等の成果を記載した補助事業等実績報告書に知事が別に定める書類を添えて知事に提出しなければ

ならない。補助金等の交付の決定に係る県の会計年度が終了した場合も、また同様とする。

2 前項の補助事業等実績報告書は、補助事業等の完了若しくは廃止の承認の日から一月を経過した日又

は交付の決定のあつた日の属する県の会計年度の翌年度の四月二十日のいずれか早い日までに提出しなけ

ればならない。ただし、知事が特に必要と認めるときは、提出期限を繰り上げ、又は繰り下げることがで

きる。

(昭五二規則一・一部改正)

(補助金等の額の確定等)

第十三条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合においては、

当該報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成果が

補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると

認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知するものとする。

(是正のための措置)

第十四条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合において、そ

の報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認め

るときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者等に対

して、命ずることがある。

2 第十二条の規定は、前項の規定による命令に従つて行う補助事業等について準用する。

(補助金等の交付)

第十五条 知事は、第十三条の規定による補助金等の額の確定後において補助金等を交付するものとする。

ただし、知事は、補助事業等の遂行上必要があると認めるときは、補助金等を概算払又は前金払により交

付することがある。

(決定の取消し)

第十六条 知事は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関して補助

金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この規則又はこれに基づく知事の処分に違反したと

きは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。

2 知事は、間接補助事業者等が、間接補助金等の他の用途への使用をし、その他間接補助金等の交付の

決定の内容又はこれに付された条件に違反したときは、補助事業者等に対し、当該間接補助金等に係る補

助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。

3 前二項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があつた後においても適用があ

るものとする。

4 第六条の規定は、第一項又は第二項の規定による取消しをした場合について準用する。

(補助金等の返還)

第十七条 知事は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに係る部

分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

2 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既にその額を超える補助

金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

3 知事は、第一項の返還の命令に係る補助金等の交付の決定の取消しが前条第二項の規定によるもので

ある場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該補助事業者等の申請により、返還の期

限を延長することがある。

(加算金及び延滞金)
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第十八条 補助事業者等は、第十六条第一項の規定に基づく取消しにより、補助金等の返還を命ぜられた

ときは、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額(その一

部を納付した場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額)につき年十・九五パ

ーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。

2 補助金等が二回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還を命ぜ

られた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその日

に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼり、それぞれの受領の

日において受領したものとする。

3 第一項の規定により加算金を納付しなければならない場合については、補助事業者等の納付した金額

が返還を命ぜられた補助金等の額に達するまでは、その納付額は、まず当該返還を命ぜられた補助金等の

額に充てられたものとする。

4 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかつたときは、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年十・九五パーセントの割合で計算した延滞金

を県に納付しなければならない。

5 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命ぜられた補助金等の未納

付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未

納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。

(他の補助金等の一時停止)

第十九条 知事は、補助事業者が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等、加算金又は延滞金の全部又

は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付すべき補助金等が

あるときは、相当の限度においてその交付を一時停止することがある。

(理由の提示)

第十九条の二 知事は、補助金等の交付の決定の取消し、補助事業等の遂行若しくは一時停止の命令又は

補助事業等の是正のための措置の命令をするときは、当該補助事業者等に対してその理由を示さなければ

ならない。

(平七規則八一・追加)

(帳簿及び書類の備付け等)

第二十条 補助事業者等は、当該補助事業等に関する帳簿及び書類を備え付け、これを当該補助事業等の

完了又は廃止した年度の翌年度から五年間保存しなければならない。

(財産の処分の制限)

第二十一条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産で次の各号に掲げるも

のを知事の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。ただし、補助事業者等が第五条第二項の規定による条件に基づき補助金等の全

部に相当する金額を県に納付した場合又は補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して知事

が定める期間を経過した場合は、この限りでない。

一 不動産及びその従物

二 機械及び重要な器具で、知事が定めるもの

三 その他知事が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるもの

(立入検査等)

第二十二条 知事は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業者等か

ら報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員をしてその事務所、事業所等に立ち入らせ、帳簿、書類

その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることがある。

2 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の要求があるときは、これを提示しなければ

ならない。

(実施細目)

第二十三条 この規則に定めるもののほか、補助金等の交付等に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この規則は、昭和五十一年四月一日から施行し、昭和五十一年度の予算に係る補助金等から適用する。

附 則(昭和五二年規則第一号)

この規則は、公布の日から施行する。

附 則(平成七年規則第八一号)

この規則は、平成七年十月一日から施行する。



（８）宮城県地域指定図
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宮城県中山間地域（５法）指定図
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(９)事業目的別索引

◇安定した農業用水と効率的な排水を整備したい

掲載頁

国営かんがい排水事業 7

国営土地改良事業に係る調査計画制度 8

水利施設整備事業（基幹水利施設整備型） 9

水利施設整備事業（排水対策特別型） 10

水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） 11

水利施設整備事業（地域用水水利施設保全型） 13

水利施設整備事業（地域用水機能増進型） 15

広域農業用水適正管理対策事業 18

農業用水水源地域保全対策事業 20

地域水ネットワーク再生事業 21

水利区域内農地集積促進整備事業 23

集落基盤整備事業 46

ため池等整備事業 55

湛水防除事業 62

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（基盤整備） 88

◇農作業が効率的に行えるように水田を整備したい

掲載頁

農地整備事業（経営体育成型） 24

農地整備事業（耕作放棄地解消・発生防止基盤整備） 32

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（基盤整備） 88

◇農業水利施設の維持管理補修を行いたい

掲載頁

水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） 11

水利施設整備事業（地域用水水利施設保全型） 13

土地改良施設維持管理適正化事業 73

特定農業用管水路等特別対策事業 79

土地改良施設機能診断事業 80

◇農業用施設の機能診断やデータ収集をして適正な管理を行いたい

掲載頁

基幹水利施設保全対策 74

基幹水利施設管理事業 75

国営造成施設管理体制整備促進事業 76

新農業水利システム保全対策事業 78

◇事業後の負担金を軽減してほしい

掲載頁

農家負担金軽減支援対策事業 35

国営土地改良事業負担金償還助成事業 39

国営土地改良事業負担金償還対策事業 41

○農業経営の規模の拡大、作付けの団地化などを行いたい

掲載頁

農地整備事業（耕作放棄地解消・発生防止基盤整備） 32

経営体育成促進事業 34

◆農道の拡幅・舗装をしたい

掲載頁

ふるさと農道緊急整備事業 44

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（基盤整備） 88

◆集落の用排水整備や集落道路、コミュニティー施設など一体的に整備したい

掲載頁

集落基盤整備事業 46

豊かなふる里保全整備事業（市町村振興総合補助金メニュー事業） 83

◆農村の下水道を整備したい

掲載頁

農業集落排水事業 48

農業集落排水整備推進交付金事業 49

事　業　名

農村環境整備班

事　業　名 担当班

事　業　名

事　業　名

水利施設保全班

指導班

水利施設保全班

広域水利調整班

担当班

ほ場整備班

事　業　名 担当班

広域水利調整班

水利施設保全班

水利施設保全班

広域水利調整班

広域水利調整班

水利施設保全班

水利施設保全班

水利施設保全班

水利施設保全班

事　業　名 担当班

事　業　名 担当班

農村環境整備班

ほ場整備班

ほ場整備班

水利施設保全班

事　業　名

事　業　名 担当班

農村環境整備班

農村環境整備班

担当班

農村環境整備班

農村環境整備班

担当班

農村環境整備班

担当班

水利施設保全班

広域水利調整班

水利施設保全班

ほ場整備班

水利施設保全班

防災対策班

防災対策班

防災対策班

水利施設保全班

水利施設保全班

農村環境整備班

広域水利調整班

農村環境整備班

地域計画班
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◆中山間地域の農業基盤・生活基盤を整備したり、地域を活性化させたい

掲載頁

集落基盤整備事業 46

中山間地域総合整備事業 53

中山間ふるさと・水と土保全対策事業 89

中山間地域等直接支払交付金事業 90

◆グリーン・ツーリズムなどの都市と農村の交流活動に取り組みたい。

掲載頁

みやぎグリーン・ツーリズムアドバイザー派遣事業 81

みやぎグリーン・ツーリズムモデル促進支援事業 84

◆地域活動を行いたいので支援してほしい。

掲載頁

みやぎの活き活き地域づくり支援事業（市町村振興総合補助金メニュー事業） 82

中山間ふるさと・水と土保全対策事業 89

中山間地域等直接支払交付金事業 90

農地・水保全管理支払交付金事業 91

◆事業に取り組みたいので計画をつくりたい

掲載頁

農業農村整備事業実施計画費 45

農村環境計画策定事業 54

みやぎの活き活き地域づくり支援事業（市町村振興総合補助金メニュー事業） 82

■農村の豊かな環境・景観を保全したい

掲載頁

地域水ネットワーク再生事業 21
地域用水環境整備事業 50
農村環境計画策定事業 54
水質保全対策事業（一般型） 63
豊かなふる里保全整備事業（市町村振興総合補助金メニュー事業） 83
農地・水保全管理支払交付金事業 91

■農地、農業用施設の災害を未然に防止したい

掲載頁

ため池等整備事業 55
地域ため池総合整備事業 58
地すべり対策事業 59
海岸保全施設整備事業 60
農村地域環境保全整備事業 66
障害防止対策事業 67
農村災害対策整備事業 69

■災害を受けたので直したい

掲載頁

防災ダム事業 65
農村災害対策整備事業 69
農地・農業用施設災害復旧事業 70
直轄災害復旧事業 72

■防衛施設周辺の農業用施設を整備したい

掲載頁

障害防止対策事業 67

★東日本大震災復興交付金に係る事業

掲載頁

農地整備事業（経営体育成型） 24

農山漁村地域復興基盤総合整備事業（水利施設整備事業） 94

農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備事業） 95

農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興基盤総合整備事業） 96

事　業　名 担当班

地域計画班

地域計画班

地域計画班

ほ場整備班

農村振興対策班

防災対策班

広域水利調整班

農村環境整備班

企画調整班

事　業　名

事　業　名

事　業　名

防災対策班

地域計画班

防災対策班

防災対策班

地域計画班

地域計画班

農村環境整備班

水利施設保全班

担当班

担当班

事　業　名 担当班

防災対策班

防災対策班

防災対策班

防災対策班

防災対策班

防災対策班

事　業　名 担当班

防災対策班

広域水利調整班

水利施設保全班

事　業　名

事　業　名

事　業　名 担当班

地域計画班

担当班

農村交流対策班

担当班

地域計画班

担当班

農村交流対策班

農村交流対策班

農村交流対策班

農村交流対策班

企画調整班

農村環境整備班
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(10)農業水利施設ストックマネジメント対策関連事業概念図　

国営造成施設 県営造成施設 団体営造成施設

ス

ト

ッ

ク

マ

ネ

ジ

ソ

フ

ト

ハ

｜

機

能

診

断

予

防

保

全

国営造成水利施設保全対策

指導事業（国）【国費100%】

県営水利施設整備事業（基幹水利施設保全型）（県）

・A=１００ｈａ以上／施設 【50%,25%,25%】

団体営水利施設整備事業（地域農業水利施設保全型）

（土地改良区等）

・A=１００ｈａ以上／施設 【50%,15%,35%】【（過疎等）55%,15%,30%】

国営かんがい排水事業

（施設整備）（国）
国営施設機能保全事業（国）

・A=３，０００ｈａ以上/地区

・１０億円以上/地区

【67%,17%,6%,10%】
施設規模により補助率変動

県営水利施設整備事業（基幹水利施設保全型）（県）

◎ 法律補助及び予算補助

・A=１００ｈａ以上/施設 ・５千万円以上/地区

【50%,25%,25%】

※１：１施設あたり事業がおおむね１億円未満の場合は，

予算補助事業を選択することができる。

※２：早急に事業化する必要がある場合は，

予算補助事業を選択することができる。

団体営水利施設整備事業（地域農業水利施設保全型）

（土地改良区等）

◎法律補助及び予算補助

・Ａ＝１００ｈａ以上/施設（国補助で機能診断した場合）

・Ａ＝１０ｈａ以上/地区（国補助以外で機能診断した場合）

・３千万円以上/地区 ・２００万円以上／１施設

【50%,15%,35%】【（過疎等）55%,15%,30%】

土地改良施設機能診断事業（県単）（土地改良区等）

・Ａ＝２０ｈａ以上/施設 ・１７０万円以上/地区 【県30%,町30%,その他40% 】

農村整備課水利施設保全班：Ｈ２４．２．１３

　　　注：本表に於ける採択条件は，
　　　　　すべて，「かつ」条件である。

※ストックマネジメント事業は平成２３年度より交付金事業等となり名称が変更されている。
【旧事業名】 【新事業名（地域自主戦略交付金）】

かんがい排水事業 水利施設整備事業（基幹水利施設整備型）

基幹水利施設ストックマネジメント事業 　　　　　　〃　　　　（基幹水利施設保全型）

地域農業水利施設ストックマネジメント事業 　　　　　　〃　　　 （地域農業水利施設保全型）

メ

ン

ト

ド

新設・

機能向上

維

持

管

理

団体営水利施設整備事業（基幹水利施設保全型）（土地改良区等）

・Ａ＝１００ｈａ以上/施設 ・３千万円以上／地区 ・２００万円以上／施設

【50%,15%,35%】

土地改良施設維持管理適正化事業（土地改良区等）

・２百万円～１千万円程度/地区 【３0%,３０%,４０%】

基幹水利施設管理事業

・Ａ＝１，０００ｈａ以上/施設
・団体営：【３0%,３０%,４０%】

国営造成施設管理体制整備促進事業

（管理体制整備型）（団体営）

・国営、国営付帯県営施設【50%,25%,25%】

国営かんがい排水事業

県営水利施設整備事業（基幹水利施設整備型）、県営農地防災事業等

農山漁村活性化プロジェクト

支援交付金
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※　その他の事業やお問い合わせ先がわからない場合は、農村振興課企画調整班（℡ 022-211-2863、

　　e-mail:nosonshinp@pref.miyagi.jp ）までお問い合わせください。

＊ ＊ ＊ お問い合わせ ・ 相談窓口 ＊ ＊ ＊ 

平成２５年３月 発行 

宮城県農林水産部 

農村振興課 
TEL ０２２－２１１－２８６３ 

FAX ０２２ー２１１－２８９０ 

指導班 ℡ 022-211-2861 e-mail: nosonshins@pref.miyagi.jp

企画調整班 ℡ 022-211-2863 e-mail: nosonshinp@pref.miyagi.jp 

地域計画班 ℡ 022-211-2862 e-mail: nosonshinc@pref.miyagi.jp 

技術管理班 ℡ 022-211-2865 e-mail: nosonshing@pref.miyagi.jp 

広域水利調整班 ℡ 022-211-2864 e-mail: nosonshink@pref.miyagi.jp 

農村交流対策班 ℡ 022-211-2866 e-mail: nosonshinnt@pref.miyagi.jp

事業経理班 ℡ 022-211-2871 e-mail: nosonseij@pref.miyagi.jp 

換地・用地班 ℡ 022-211-2872 e-mail: nosonseik@pref.miyagi.jp 

ほ場整備班 ℡ 022-211-2873 e-mail: nosonseih@pref.miyagi.jp 

農村環境整備班 ℡ 022-211-2874 e-mail: nosonsein@pref.miyagi.jp 

防災対策班 ℡ 022-211-2875 e-mail: nosonseib@pref.miyagi.jp 

水利施設保全班 ℡ 022-211-2876 e-mail: nosonseis@pref.miyagi.jp 

大河原地方振興事務所 農業農村整備部 ℡ 0224-53-3111 e-mail: oknnbkt@pref.miyagi.jp

仙台地方振興事務所 農業農村整備部 ℡ 022-275-9111 e-mail: sdsskt@pref.miyagi.jp 

北部地方振興事務所 農業農村整備部 ℡ 0229-91-0701 e-mail: nh-nnbkt@pref.miyagi.jp 

北部地方振興事務所栗原地域事務所 農業農村整備部 ℡ 0228-22-2111 e-mail: nh-khnr-ma@pref.miyagi.jp 

東部地方振興事務所 農業農村整備部 ℡ 0225-95-1411 e-mail: et-ss-kt@pref.miyagi.jp

東部地方振興事務所登米地域事務所 農業農村整備部 ℡ 0220-22-6111 e-mail: et-tmnnbkt@pref.miyagi.jp 

気仙沼地方振興事務所　南三陸支所 農業農村整備班 ℡ 0226-29-6046 e-mail: ksmsrsnn@pref.miyagi.jp

宮城県農林水産部
　　　　　農村振興課
　（宮城県庁11階）

宮城県農林水産部
　　　　　農村整備課
　（宮城県庁11階）
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